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Global
Glowing
Generating

2015 50:50
非自動車分野

これを象徴的に表す旗印として、グループスローガン「G’VALUE with you」を
掲げました。これは、私たち自身の指針であると同時にステークホルダーの
皆さまへの約束でもある、いわば“フラッグシップ・メッセージ”となっています。

「G’」には、これからの豊田通商グループにとって重要な、様 な々キーワードを託しています。

プロファイル
2006年4月、豊田通商株式会社と株式会社トーメンは、互いの強みを活かしてシナジー
を最大限に発揮し、さらなる企業価値の向上を目指すべく合併し、新たなスタートを
切りました。
　国内外で幅広い商品を調達して様 な々お客さまに提供するという商社としての
基本機能に加え、合併によってさらに強化された当社独自のプラットフォームである
「資源・環境」「加工・製造事業」「物流」「商品・市場開発」の4つを有機的に結合させ
て、お客さまのニーズに合わせた機能・サービス（付加価値）の提供、さらには新たな
価値（バリュー）の創造に邁進しています。

豊田通商グループは、将来の持続的な成長の実現に
向け、経営ビジョンとして「VISION 2015̶LEAD THE NEXT̶」を掲げ、2015年を
めどに自動車分野と非自動車分野の収益比率を50対50にすることを、最も重要な
テーマに位置付けて取り組んでいます。

自動車分野 ：

世界を舞台とした活動の展開

 健康的にして燃え立つような意欲、情熱の保持

  新しい事業を創造し続けること



プロファイル  00

財務ハイライト  02

株主
ならびにステークホルダーの皆さまへ  04

特集：  
社長インタビュー  06

事業ハイライト  20
事業セグメントの概要  22

　　　　　　　　　金属本部 22　　　
　　
　　　　　　　機械・エレクトロニクス本部 24　　　　　　　　　　　　自動車本部 26　　　

　　　　　　　　　　　 食料本部 30　　　
　　　

　　　　　　　　　 エネルギー・化学品本部 28　　　

　　　　　　　　　　　 生活産業・資材本部 32　　　

役員一覧  40

CSR（企業の社会的責任）  34
コーポレート・ガバナンス／  

内部統制システム  37

財務セクション  42
コーポレートデータ 108

目次

見通しに関する注意事項：
このアニュアルレポートには豊田通商の将来の収益計画・戦略・理念および業績見通しなど歴史的事実でない「将来に関する見通し」が含まれています。これらは読者の皆さまに当社の
経営者の視点を提供することのみを目的として掲載しており、投資・その他の判断にお役立ていただくことを目的としたものではありません。したがって、読者の皆さまにおかれましては、
これらの将来に関する見通しに全面的に依拠することはお控えくださるようお願いいたします。
また、当社は今後の新しい情報や将来の出来事あるいはその他の動向に基づいてこれら「将来に関する見通し」に関わる記載を更新する責任を負うものではありません。
なお、このアニュアルレポートにおける将来の収益計画・予想数値などは2008年5月時点までに策定・公表したものです。

私の考える5年後のあるべき姿とは、自動車分野と
非自動車分野を共に成長させつつ利益バランスを
50:50の比率にすること。これが目標です。
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財務ハイライト

  豊田通商株式会社および連結子会社 株式会社トーメンおよび連結子会社 
  3月31日に終了した各会計年度 3月31日に終了した会計年度 単純合算値

  単位：百万円 単位：千米ドル（注2） 単位：百万円 単位：百万円

 2008 2007 2006（注1） 2008 2006 2006

当期業績：

売上高（注3） ¥7,000,352  ¥6,212,726  ¥3,945,319  $69,870,776 ¥1,810,844 ¥5,756,163

売上総利益  369,523  328,458  221,592   3,688,233  77,135  298,727

営業利益  131,671  110,002  80,056   1,314,213  21,066  101,122

当期純利益（損失） 67,506  77,211  45,732   673,780  (48,317) (2,585)

フリーキャッシュ・フロー 68,010  13,439  (86,289) 678,821 48,303  (37,986)

会計年度末：

総資産  2,603,206  2,462,229  1,602,702   25,982,703  698,322  2,301,024

純資産（注4）  639,730  626,538  314,319   6,385,178  13,986  328,305

有利子負債 775,167  804,453 508,895 7,736,970 393,365  902,260

  単位：円 単位：米ドル（注2） 単位：円

1株当たり情報：

基本的当期純利益（損失） ¥   192.44 ¥   231.47 ¥   161.88  $      1.92  ¥    (60.03)

純資産（注4）  1,669.23  1,651.56  1,125.12  16.66 (72.10)

配当金 30.00  26.00  18.00  0.30  –

  単位：%  単位：%

売上総利益率  5.3  5.3  5.6   4.3

自己資本当期純利益率（ROE） 11.6 15.7  16.6   –

自己資本比率 22.5 23.5  19.6   2.0

総資産当期純利益率（ROA） 2.7 3.2  3.3   –

流動比率  127.4 127.8  108.6   90.4

  単位：倍  単位：倍

インタレスト・カバレッジ・レシオ 7.7 6.5  11.6   2.3

ネットDER 1.0  1.2  1.4   22.1
注） 1. 豊田通商株式会社は2006年4月1日に株式会社トーメンと合併しましたので、2006年3月31日に終了した会計年度の数値は旧豊田通商の数値となっています。
 2. 本ページに掲載した米ドルの金額は海外読者の便宜上、2008年3月31日現在の為替レート、1ドル＝100.19円で換算しています。
 3. 連結財務諸表の表示方法を見直した結果、2007年3月期より、「その他の営業収益」を「売上高」に計上しています。
 4.  2007年3月期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第55号 2005年12月19日）を適用しています。詳細については、P.63以降の「連結財務諸表作成のための 

基本となる重要な事項」をご参照ください。
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株主ならびにステークホルダーの皆さまへ

取締役社長
清水　順三

統合後の長期計画は順調に進捗

旧トーメンと旧豊田通商の統合から2年が経過し、私たちは経営ビジョン達成に向けて、着実に成長軌道を歩んでいます。

統合時に策定した経営ビジョン「VISION 2015̶LEAD THE NEXT̶」では、6商品本部がそれぞれ次世代ビジネスを

創造し、さらなる飛躍を目指すとともに、自動車分野と非自動車分野の収益バランスを2015年に50:50にすることを

目標として定めています。この収益バランスについては、統合時に73:27であったものが、2007年3月期は自動車分

野の好調な伸びにより自動車分野の占める割合が80%に増加しましたが、各本部の内訳をより高い精度でブレイク

ダウンしたところ、2008年3月期は65:35の比率になりました。これは非自動車分野における事業ポートフォリオの

改善や経営資源の配分などが進み、成長拡大に向けた体制整備が順調に進捗していることを示すものです。
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　当社にとって、自動車分野へ過度に依存することなく収益のバランスをとっていくことは、ゴーイングコンサーンで

ある企業としての健全性・安定性を保持する上できわめて重要なことであると認識しています。一方で、自動車産業

そのものが大きく変化しつつあり、今後、自動車分野と非自動車分野のシナジー・融合がより一層求められている

ことも見逃せません。私たちは、非自動車分野への投資を加速し、グループ全体の収益拡大を図りながら50:50の

バランスを実現していく考えです。

営業利益19.7%増、さらなる成長軌道へ

当期業績については、期初に当期純利益目標を650億円としてスタートし、中間期には700億円に上方修正しました

が、最終的には円安の影響および国内株式市場の低迷による上場グループ会社株式の減損損失などが発生したこと

などにより、675億円と上方修正計画に対しては未達となりました。しかしながら、連結売上高は前期比12.7%増の

7兆3億円、営業利益は19.7%増の1,316億円を計上し、本来の事業そのものは計画に対しても増収増益を達成する

ことができました。

　これは、資源価格の高騰や円高、株価低迷などの不安要因を抱える国内経済、サブプライムローン問題による住宅

市場の一層の冷え込みや金融市場の混乱など、後退色を強める米国経済の動向などに関わらず、各セグメントの

自動車関連事業が新興国をはじめグローバルレベルで利益貢献を果たすとともに、非自動車分野においても着実な

利益の積み上げを実現したことよるもので、評価に値する業績であると判断しています。

業績連動型の配当実施へ

従来より、当社は安定的な配当を実施してきましたが、株主さまからの強い要望もあり、当期末から各期の連結業

績に応じた利益還元を行うため、業績連動型の配当方針としました。当期末の配当金については、連結配当性向を

前期の11.2%から15.6%へと引上げ年間30円としましたが、さらに20%を目標に段階的に引上げていく考えです。

2007年のアニュアルレポートでもご報告した通り、当社は現在、非自動車分野を中心に新規事業開発・育成のための

「種蒔き」を加速させており、これらの投資状況に鑑みながら、数年内には連結配当性向20%を実現する考えです。

私たちは、今後も企業体質の一層の充実とバランスのとれた成長戦略を展開することにより、企業価値の増大を図り、

株主をはじめとするステークホルダーのご期待に応えてまいります。皆さまのご理解とご支援をお願いいたします。

2008年6月

取締役社長　清水　順三

プロファイ
ル
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特集：社長インタビュー

Answer:
今期、コンセプトを変更して新しい計画を発表したわけではありません。私たちは、毎年、事業の進

捗に合わせて計画の見直しを行っています。見直すべき目標の設定の仕方として基本となるのは、「5

年後のあるべき姿からスタートしよう」という考え方です。まず経営陣から各商品本部に対して、こ

ういう姿を目指してほしいというベクトルを示します。それを受けて商品本部がそれぞれ目標値を

設定し、今なすべき戦略を抽出していくのです。

新長期計画

Question: 
2008年5月、長期計画につい
て新たに発表がなされまし

たが、この背景と目的を聞か

せてください。
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シナジー

シナジー

収益バランス

2016/3
ビジョン

2008/3
実績

2013/3
目標

50:5055:4565:35

　私の考える5年後のあるべき姿とは、次のようなものです。統合時にも掲げたことですが、当社

の自動車分野と非自動車分野を共に成長させつつ利益バランスを50:50の比率にすること、これが最

終目標です。現在の自動車業界は、新興国や資源国の経済発展に伴うモータリゼーションの拡大

がけん引役となって、グローバル市場全体では一定の伸びが期待できます。豊田通商がこれまで自

動車分野で築いてきた付加価値のバリューチェーンをさらに強化することで、自動車分野の収益は

年率15%程度の伸びが想定できる状況です。そうした中で、自動車分野以上に非自動車分野をしっ

かり伸ばして50:50にしていこうという計画です。これを実現することによって、自動車産業の動向

に大きく左右されない体質を構築し、企業の健全性・安定性を保つことができます。仮に、自動車

業界が伸び悩む局面があっても、企業としての健康体は保っていかなければなりません。

　もうひとつの重要なポイントは、電気自動車をはじめとする環境への対応など、自動車業界に

起こりつつある大きな変化にどのように対応していくかということです。この変化に対応していく

ためには、自動車のみならず非自動車分野の強化がますます重要になっているのです。

全体数値目標
（億円）

VISION 2015

合併時の長期目標 

2011/3 当期純利益1,000億円
の実現も継続目標とする

  2008/3 2009/3 合併時の長期目標 2013/3 
  実績  予想 （2011/3） 目標

売上高 70,003 78,000  120,000 

売上総利益 3,695 4,000  6,300

営業利益 1,316 1,500  2,500

当期純利益 675 740 1,000 1,400

セグメントと分野の関係
自動車分野  非自動車分野

  金属
  機械・エレクトロニクス

 自動車
  エネルギー・化学品
    食料
  生活産業・資材

プロファイ
ル

皆さまへ

事業ハイラ
イト

概要

（企業の社会
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Answer:
自動車分野にはまだ成長余力があり、当社の業績も伸びていきます。実を言えば、現状で自動車分

野を伸ばしていくのはそう難しいことではありません。ただし、将来を見据えた時、私たちは次に

なすべきことを想定しておかなければなりません。一例ですが、現在のトヨタの強みに貢献してい

るもののひとつとして、当社の部品供給のオペレーションが挙げられます。これを、トヨタ以外の自

動車メーカーから見せてほしいと依頼されることがあります。メーカーにとっては、当社の持つ体制

はきわめて魅力的に映るようです。私たちは、この強みの部分を「ヨコテン」、すなわちこれらのメー

カーに横展開することも可能だと考えています。

　環境や安全は、自動車業界全体の問題ですが、この分野でも当社が期待されている部分はたく

さんあります。ハイブリッド車や電気自動車の開発が進めば、モーターや電池の材料として使われ

るレアアース、レアメタルなどの希少金属や樹脂膜といった化学材料などの需要が一層高まってき

Question: 
その変化への対応も含めて、

自動車分野の今後の展開に

ついて聞かせてください。

グローバル自動車生産台数予測
（暦年、千台）

欧州

中国・香港／台湾

日本／韓国

中東／アフリカ

北米

南米

南アジア

69,81068,617

87,838

72,557

2013*2009*2008*2007

原油、鉄鋼、石炭の価格
原油（WTIスポットFOB）
（左目盛）

石炭（豪州一般炭スポット）
（右目盛）

熱延鋼板
（名古屋地区、酸洗問屋渡し）

（$/バレル） （$/トン）

（円/kg）

0

50

100

150

0

50

100

150

0

25

50

75

100

08/307/306/305/304/303/3

08/307/306/305/304/303/3

*予測
出所：CSM Worldwide
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ます。また、中国はレアアースについて現地で付加価値をつけた上で輸出することを奨励しています。

私たちは、これに対応するために合金製造を行う合弁会社を中国に立ち上げる一方で、他の地域

においても鉱山開発を進めるべく調査を進めています。

　次世代の燃料についても様 な々トライをしています。ただし、バイオエタノール、バイオディーゼ

ルに関しては、世界的な食料不足問題とのバランスをどうとっていくかが大きな課題となります。人

間の食料や家畜の飼料以外のものからこれを作ろうとすると、燃料化する際のコストの問題も発生

します。そこで私たちは、原料をトウモロコシではなくサトウキビに求めようと模索しています。例

えば現在、ブラジルの農業経営者と共同でバイオエタノールの研究を進めており、さらにそこに化

学工場を建設するシミュレーションも行っています。バイオエタノールの量産が可能になれば、プラ

スチックの生産も可能になります。これらの分野を拡大するためには、自動車分野の知見だけでは

間に合いません。非自動車分野の人脈やネットワークの拡充が必須となるのです。これまで当社の

海外展開は、自動車メーカーの進出に合わせて出て行くという形が中心でしたが、それでは変化に

ついていけない時代になっています。従って、統合によって拡大したネットワークや人脈をどのよう

に活用していくか、それによって新しい豊田通商に生まれ変われるかが、今、問われていると言って

もいいでしょう。先に述べた利益バランス50:50には、このような意味も含まれているのです。

プラ
グイン

ハイブリッ
ド車

フレックス燃料（エタノール混合ガソリン）車

プロファイ
ル

皆さまへ

事業ハイラ
イト

概要
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的責任）
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ト
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ビュー
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ステークホル
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Answer:
過去の商社のビジネスモデルは、すでに収益を生み成長を続けられるモデルではなくなっています。

これからは、モノや情報を探してくるだけでなく、そこに独自の付加価値をつけて提供しないと商

社はビジネスに介在できません。ここでいう付加価値とは、物を作っている人、使う人双方に対す

る付加価値のことです。従来の情報力や発想力、交渉力といったソフト面の付加価値だけでなく、

誰の目からもはっきりと見えるハード面の付加価値をいかに築き上げていくか。そのために投資が

必要であり、それが昨年より申し上げている「種蒔きの加速」なのです。

　私たちはすでに、自動車分野では高い付加価値を生み出しています。これは、従来からトヨタグ

ループの様 な々ニーズに応えてきたことにより、私たち自身が鍛えられてきたからです。私たちは

求められる役割・期待にしっかりと対応できる体制を作り上げてきました。私は、自動車以外の分野

Question: 
長期計画の中で、非自動車

分野の成長を加速させると

表明されています。その際に

強みとなるものは何でしょ

うか。

本部別営業利益
（億円）

2009/3
予想

2013/3 
目標

2008/3
実績

生活産業・資材

食料

エネルギー・化学品

自動車

機械・エレクトロニクス

金属

 

410

(1,500)*
1,622

411

465

117
99

120

580

(2,500)*
2,770

530

680

470

190

320

354

(1,316)*
1,466

398

431

94
76

113

* 各本部の数値および合計数値は「のれん」
償却前、全社経費配布前の数値。合計数値
カッコ内は全社経費配賦後の数値。全社経
費にはのれん償却金額含む

過去の投資実績と今後の投資規模
（億円）

2010/3期には自動車関連と非
自動車関連の投資比率は逆転する
見込み

2年間で約3,000億円の

投資計画（案件ベース）が
挙がっている

580

70
650

525

2010/3
計画

2007/3
実績

2006/3
実績

2008/3
実績

2009/3
計画

390

210

600

自動車

非自動車

2年間の投資額合計比率
 自動車 : 非自動車 

 40 : 60へ

* 2006/3期の実績は旧豊田通商の投資実績
（トーメンへの出資および優先株取得金額
を除いた数値）
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でも、そのノウハウは必ず活かせると確信しています。豊田通商と組めば在庫を半減することができ、

誤発注や欠品がなくなるといった日常のオペレーション上のメリットを、様 な々分野で提供できる

と考えています。私たちが目指しているのは「モノづくりの考え方に強い商社」であり、これは言い換

えれば、トヨタ生産方式（TPS）に強い商社ということです。非自動車分野の成長加速のコアとなる

のは、当社が長年にわたって培ってきたノウハウそのものであるTPSを基軸とした事業展開によって、

お客さまとWIN-WINの関係を構築していくことであると考えています。

TPS（トヨ
タ生産方式

）を活用して高品質・高効率の物流を実現しているタイの部品物流子会社

プロファイ
ル

皆さまへ

事業ハイラ
イト

概要
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内部統制シ
ステム
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財務セクシ
ョン

データ
コーポレー

ト
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ト・
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事業セグメ
ントの

社長インタ
ビュー
特集：

ステークホル
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に
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Answer:
例えば食料本部ですが、国内の食品事業など川下分野に近く機動力を要する事業は、そのほとんど

を小回りの利くグループ会社へ移管しました。その一方で、本体として注力していく事業を明確に絞

り込みました。そのひとつが、サイロビジネスです。飼料メーカーの近隣にサイロを建設し、お客さま

の必要とする量を低コストでタイムリーに納品するもので、これを国内で拡大すると同時に海外へ

の展開も計画しています。発展途上国では、食肉消費の増加に伴い、高品質で安全な飼料の安定供

給に対するニーズが高まってきており、日本で展開しているビジネスモデルを海外で横展開していき

ます。これまで日本市場を中心に展開していた食品事業についても、中国の消費者をターゲットとし

た高品質の菓子パン製造・販売事業を現地で開始しました。サイロビジネスに加え、水産加工品や

ごま、もやし原料など、従来から高い国内シェアを有する食料品の輸入販売や、高級飲食店向けの

ワイン、チョコレートなどの小売店向けリテール展開を図るなど、川上から川下分野へと戦略的に

事業を展開しています。

Question: 
各事業セグメントにおいて、

今後の成長ドライバーとなる

可能性を秘めた事業は何で

しょうか？非自動車分野から

聞かせてください。

自動車・非自動車分野それぞれの見通しと戦略

食料本
部の中核事

業のひとつであるサイロ事業（東北グレーンターミナル/青森県）
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　生活産業・資材本部では、私たちはハーベストエイジ*・マーケットと名付けていますが、いわゆ

るシルバー世代の市場がこれから伸びるという予測のもと、介護機器のレンタル卸事業や総合病

院一体型のマンション開発、ハーベストエイジ向けのFP（ファイナンシャル・プランニング）コンサ

ルティングなど、多面的な事業展開を進めています。繊維本部は、ブランド展開を含めて川下まで

視野を広げた事業を模索しています。（株）ビスケーホールディングスの買収や福助（株）との提携も

その一環です。福助との資本・業務提携によって、レッグウェア、インナーウェアの分野での商品企

画・生産調達・物流・販売など各ステージにおいてパートナーシップを強化するとともに、中国の

メーカー発掘を進め、効率的な物流ネットワーク構築を図り、事業規模の拡大を進めていく計画です。

　そして、当社が中長期的な成長を最も期待している本部が、エネルギー・化学品本部です。特に

エネルギー分野については、安定的な確保やガソリンに代わる新たな燃料など自動車分野とのシ

ナジーという観点からも、当社が第一に拡充していかなければならない分野だと考えています。もっ

と大きな視点で見れば、温暖化防止という地球規模の課題にいかに貢献できるかということに繫

がる分野でもあります。豊田通商としても新エネルギーへの投資は確実に大きくなると思います。

現実に、現在、これまでの投資規模と比べて大変大きな投資を計画しており、すでに実施した豪州

の天然ガス鉱区の探査権益取得をはじめ、IPPの新規案件獲得や既存案件の買収、さらにはエタノー

ル、バイオディーゼルといった新エネルギーへの取り組みなど、様 な々案件が進行中です。

　化学品分野においては、国内外の樹脂コンパウンド製造や化学品製造を行う出資グループ会社

との連携をさらに強化し、トレーディングからメーカー機能の活用を重視する事業へとシフトを進

めています。また、化学品メーカーとのアライアンス強化を図り、医薬品原料など高収益事業の育成、

PET樹脂事業のさらなる拡大や、新素材・新技術の開発機能の強化なども進めていく考えです。

日本の人口構成の推移予測
（%）

0～14歳

15～64歳

65歳以上
65歳以上 20.9%

2006 2015
（推計）

65歳以上 27.0%

13.6 11.8

65.5 61.2*  総務省統計局の国勢調査および
人口推計による

食料本
部の中核事

業のひとつであるサイロ事業（東北グレーンターミナル/青森県）

* 当社では、60歳以上の世代を「ハーベストエイジ」と名付けています。
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事業ハイラ
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Question: 
では、現在の業績拡大を支え

ている自動車分野における

今後の展開・戦略について

聞かせてください。

Answer:
自動車分野では、これまで構築してきたバリューチェーンのさらなる強化・拡大を核としつつ、自動

車が進歩する中で出てきた新たな課題の解決に向けた新機能の創造に取り組んでいく戦略です。

　金属本部では、取引先のニーズに応じて一次加工し、使いやすい形状・タイミングで納入するサ

プライチェーンを構築しています。例えばアルミ材料では、インゴットではなく溶けた状態のまま納

入する溶湯供給事業を推進していますが、2008年4月には北海道に新会社を設立し、自動車産業の

進出が活発化している同地区でメーカー各社のアルミ原材料の需要拡大への対応を図っています。

このビジネスモデルは、お客さま側でのプロセスを省くことによってお客さまの初期投資抑制と製

造工程の効率化を実現するとともに、省エネルギーなどの環境対応とコスト低減にもつながるもの

です。また、今後の自動車の方向性を考える上で、電池やモーターに使用されるレアアースの確保お

よび開発が不可欠となりつつあります。そこで新たに、海外における合金製造など川中事業への参

入や、一極集中を避けて調達先の多様化を図るための新供給源の開発を進めていく計画です。また、

金属事業で今後ますます重要となるのは、リサイクル事業です。トヨタのハイブリッド車が発売され

グロー
バル展開を

進めるアルミ溶湯供給事業

機能強化を進める
鋼板加工事

業
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てから約20年が経過し、そろそろスクラップが始まる時期にきています。実は、このハイブリッド車

には、レアメタル・レアアースが豊富に使用されており、これをリサイクルし、再利用することが可能

になります。このように、新たな鉱区を探すだけではなく、既存の資源を効率的に、合理的なコスト

でリサイクルしていく事業モデルを開発していきます。

　自動車本部では、海外生産の拡大とともに、従来の商社ビジネスの中心であった輸出ビジネスは

大きな成果が見込めなくなっています。今後も継続するのは、トヨタからの業務移管国のみになる

予定です。今後は、中南米やアフリカ・東欧、アジアの新興国・資源国を中心に小売事業の面展開

を図っていく計画です。

豊田通商の営業利益と
トヨタ自動車の生産台数推移

豊田通商の海外ネットワーク

トヨタの海外生産台数（百万台）

豊田通商の営業利益（億円）

トヨタの国内生産台数（百万台）

563

3.75

3.13

1,316

1,500

4.80

4.30

4.46

4.29

2009/3
予想

2006/3
実績

2005/3
実績

2007/3
実績

2008/3
実績

3.86 4.18

3.73
3.94

800
1,100

グロー
バル展開を

進めるアルミ溶湯供給事業
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ル
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Answer:
当社は、今後3年間で、自動車・非自動車分野相互のシナジー効果を定量的に倍増させる計画を

進めています。当期末現在で、コスト面でのシナジー創出は完了しました。これからは、双方の分野

の商材やサービスを相互のお客さまに提供していくクロスセルビジネスの拡充によって、売上高、

利益の純増を目指す時期に入ります。当期中も、チュニジア向け車両の業務移管による業容の拡大、

国内食品メーカー向け食用コーンの取引開始、東欧の非自動車取引先からのスクラップ調達開始

など、双方の分野間あるいは本部間を横断する事業が立ち上がっています。

Question: 
自動車・非自動車分野のシ

ナジー効果および戦略ビジ

ネスユニット（SBU）の導入
について聞かせてください。

シナジー効果の追求、効率化

合併シナジーの早期実現

（億円）
2008年3月期において新たに発現したシナジー
チュニジア向け車両の業務移管による業容拡大
国内食品メーカー向け食用コーン取引開始
東欧の非自動車取引先からのスクラップ調達開始
プラズマ・液晶メーカー向け鋼材販売開始
関連会社へのCMS（キャッシュマネジメント
サービス）導入による負債・金利削減
 など

中国資源開発企業向け建機販売の拡大
中央アジア向け車両輸出の開始
繊維分野の顧客向け物流システムの開発受注
重複拠点の統廃合による拠点コストの改善
物流量の拡大による保険・フレイトコストの低減
 など

合併時の目標値達成に向けて
着実に進捗

継続拡大

2011/3 
目標

2008/3 
実績

2007/3 
実績

2009/3 
計画

210
事業 140
コスト 70

109
事業 43
コスト 66

37
事業 26
コスト 11
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　また、近年の自動車技術の革新やグローバル市場のさらなる拡大によって、自動車産業の裾野

は一段と大きく広がっており、自動車分野と非自動車分野の接点も増加しています。例えば、車体の

軽量化、リサイクル率の向上といったテーマに対し、樹脂材料やリサイクル素材といった事業領域が

大きく関連し、安全・快適性を確保する自動化・情報化の分野では、IT、コンテンツなどの事業分野

との連携が不可欠になっています。このような変化をとらえ、当社では自動車、非自動車分野のそ

れぞれの強みを活かし、シナジーの最大化を目指していく考えです。

　このように、多様な事業領域がオーバーラップする昨今の状況を踏まえ、当社は新たに戦略ビ

ジネスユニット（SBU）の導入を実施しました。これは、従来、本部単位の管理であったものを、SBU

単位、すなわちバリューチェーンに沿った連結事業ラインで管理し、戦略立案から計画策定、事業

執行までを実施します。これによって事業環境の変化に迅速に対応するとともに、経営資源の最適

配分を目指していきます。

非自
動車分

野と自動車
分野のシナジーが期待できる新エネルギー分野：当社が参画する国内のジメチルエーテル（DME）製造プラント
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Question: 
投資実績が積み上がり、今後

も大きな投資計画が予定さ

れていますが、財務戦略に

ついて今後の方針を聞かせ

てください。

Answer:
当社は、今後2年間で約3,000億円の投資を計画しています。ここで、ひとつ申し上げておきたいの

は、昨今、商社＝投資会社とみなす方が株式市場を中心に増えていますが、昨年も述べたように、

新規事業の立ち上げあるいは投資案件における私たちの方針は、つねにパートナーと共に事業を

推進すること、共に事業を育成・成長させていく中で、長期的なWIN-WINの関係を構築することで

す。従って、短期的なリターンのみを前提とした投資を行うことはありません。ここが投資会社との

大きな違いであると考えています。

　2010年3月期には、自動車分野と非自動車分野への投資比率は逆転し、後者が60%を占める計

画で、両分野の収益バランス改善に向けた取り組みが加速すると見ています。

　長期計画では、数値目標として2013年3月期の売上高12兆円、営業利益2,500億円を掲げてい

ます。同時に商社でもトップクラスの財務の健全性を維持していくために、RAM（リスクアセット

マネジメント）を推進するなど、財務目標数値の引上げとその達成を目指していきます。RAMは、RA

（リスクアセット）をつねにRB（リスクバッファー＝主に自己資本）の範囲内にコントロールし、リスク

総量を自社体力の範囲内に収め、リスクに対する収益を確保していくための指標です。これらの

施策により、当社は長期的に連結ROE15%、ネットDER1.0倍を目指していきます。

　当社は現在、統合後の新規事業開発のために数多くの投資案件を擁しており、あるべき姿の実現

に向けて成長戦略をとっています。株主の皆さまに対しては、メッセージでも申し上げたように、今

期より変更した業績連動型の配当により、成長の成果を私どもと共に分かち合っていただきたいと

考えています。

投資計画と財務戦略

財務戦略の基本コンセプト

3.
 社内指標の徹底・管理による使用資金の効率最大化
 効率化されたアセットをもとにRAM（リスクアセットマネジメント）
を推進

4. 有利子負債
 資産内容に応じた調達
 安定的かつ低コストな調達

　  グローバルコミットメントライン
　  地域ごとのCMS推進

5. 株主資本
 株主資本コストを重視
 積極投資を行いながらも、財務の
健全性を向上
 株主還元

2. 固定資産
 厳選した投資の積上げ

財務目標数値の引上げ

1.運転資本
 必要最小限の運転資本回転日数
 （ムリ、ムダ、ムラを省く）

　　毎期目標登録（PDCA）

・ROE
・ネットDERを重視

運転資本

固定資産

短期調達

長期調達

株主資本
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リスクアセットマネジメント

各分野での主な投資案件

リスクアセットマネジメント
（RAM）の基本方針
1) リスク総量を体力の範囲内に
収める（RA≦RB）

2) リスクに対する収益を確保する
（R/R：15%以上）

RAMの導入状況
1) 前期迄に導入済みの施策

 【個別リスクへの導入】

信用リスク（取引申請）、
  商品ポジション申請

事業投資リスク
  （個別事業投資申請）など

2) 今期以降導入予定の施策

全社／各本部／SBUの
  RA・R/R目標管理

長期経営計画／2年計画に
おけるRA・R/R計画の策定
とモニタリング

事業投資審査の改善向上

ビジョン（50:50）の実現に向け
て、今後さらに非自動車分野の投
資増が見込まれる

非自動車分野の大型投資案件（資源
など）について将来収益の変動による
事業価値変動リスクを計測する
収益アプローチ手法を導入

2009/3期よりトライアルにて
該当案件の計測を実施
（2010/3期から正式導入予定）

RA
（リスクアセット）

約4,000
億円

2007年12月末
現在 RB

（リスクバッファー
主に自己資本）

約5,200
億円 

RA:RB比率（RA/RB）：
  0.77
R/R（リスクリターン）
税引後経常利益 /RA：  20%

自動車分野 金属 国内外における鋼材、アルミの加工機能・拠点の拡充

機械・エレクロトニクス カーエレクトロニクス部品の品質センターおよび組込み

ソフト開発

海外生産向け自動車用部品の物流拠点拡充

自動車 新興国における販売ネットワーク構築

小売周辺の新規事業（中古車、パーツなど）の創出

エネルギー・化学品 樹脂分野における製造・加工機能の強化

新素材の開発・製造事業への参画

生活産業・資材 自動車資材メーカーへの出資・参画

非自動車分野 金属 国内外における金属リサイクル事業の拠点拡充

レアアース資源の安定確保・供給に向けた取り組みの強化

機械・エレクトロニクス 海外における産業車両、建設機械の販売ネットワーク

強化

海外におけるネットワーク事業と国内のモバイル事業の

強化

エネルギー・化学品 IPP事業の拡大（新規案件開発、M&Aなど）

天然ガス関連事業への参入およびバリューチェーン構築

医薬品事業への参画

食料 海外における穀物調達基地の確保

アジア地域での食品製造・販売事業の拡大

生活産業・資材 ハーベストエイジ向け事業の開発

商業施設開発およびマンション管理事業の拡充

海外における保険代理店事業の強化

プロファイ
ル

皆さまへ

事業ハイラ
イト

概要

（企業の社会
的責任）

内部統制シ
ステム

役員一覧

財務セクシ
ョン

データ
コーポレー

ト

ガバナンス
／コーポレー
ト・

CSR

事業セグメ
ントの

社長インタ
ビュー
特集：

ステークホル
ダーの株主ならび
に

財務ハイラ
イト
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営業利益（億円）

事業ハイライト

セグメント別売上高比率 売上高（億円）

金属本部

機械・エレクトロニクス本部

自動車本部

エネルギー・化学品本部

食料本部

生活産業・資材本部

30%

23%

14%

23%

5%

5%

122

181

244

344

354
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10,492

13,209

15,656
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6,392
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3,168
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15,623
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総資産（億円）／ROA（%） 主な取扱品目2008年3月期の業績

 普通鋼、特殊鋼
 非鉄金属地金、貴金属地金
 軽圧品、伸銅品
 鉄屑、非鉄金属屑
 合金鉄

海外向け建機ビジネスの好調およびエレ

クトロニクス部品の取り扱い増加などに

より、売上高は前期比3%増、営業利益は
前期比16%増の増収増益となりました。

BRICsおよび資源国の経済成長による
市場拡大、海外拠点数拡張などにより売上

高は前期比25%増、営業利益は前期比
28%増の増収増益となりました。

自動車・家電向け樹脂材料の好調および

石油製品の取扱量の増加などにより、売上

高は前期比23%増となりました。一方、営
業利益は主に為替の影響などより、前期比

10%減の増収減益となりました。

主に急激な円高による為替の影響により

売上高は前期比4%減となりましたが、
飼料商内の取り扱い増加などにより、営業

利益は前期比17%増の減収増益となりま
した。

主に不採算事業からの撤退などにより、

売上高は前期比1%減となりましたが、
国内の自動車向け内装資材の好調などに

より、営業利益は前期比34%増の減収増益
となりました。

国内外の自動車向け需要の増加および

鉄鋼原料、非鉄金属などの市況上昇など

により、売上高は前期比14%増、営業利益
は前期比3%増の増収増益となりました。

 工作機械、産業機械、繊維機械
 試験計測機器
 環境設備
 情報通信機器
 電子装置、電子部品

 乗用車
 トラック・バス
 自動車部品
 これらの販売・サービスなど

 石油製品、液化石油ガス
 石炭
 石油化学製品
 油脂化学製品、合成樹脂、添加剤
 天然ゴム、合成ゴム
 これらの加工・製造・販売・サービスなど

 飼料原料
 穀物
 加工食品
 食品原料
 農水畜産物
 酒類
 これらの加工・製造・販売など

 マンション・商業ビル
 建築・土木資材、住宅資材、家具
 繊維製品、繊維資材、宝飾品
 自動車用内装資材・部品

 コンピュータおよび周辺機器、 
ソフトウェア

 自動車生産用部品
 産業車両・建設機械
 ネットワーク構築・運営
 これらの販売・サービスなど

 包装資材
 紙・パルプ
 損害保険・生命保険
 これらの販売・サービスなど

注） 2007年3月期から、その他営業収益を売上高に含めています。
 2007年3月期から、食料セグメントを追加しています。
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 使用済み自動車・廃触媒
 これらの加工・製造・処理・販売など

プロファイ
ル

皆さまへ

事業ハイラ
イト

概要

（企業の社会
的責任）

内部統制シ
ステム

役員一覧

財務セクシ
ョン

データ
コーポレー

ト

ガバナンス
／コーポレー
ト・

CSR

事業セグメ
ントの

社長インタ
ビュー
特集：

ステークホル
ダーの株主ならび
に

財務ハイラ
イト
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事業セグメントの概要

金属本部
金属本部は、モノの流れの中で独自の機能を創造・強化し、商品の

付加価値を高めることで商品市況に左右されない安定的な収益を

生み出していくことを基本戦略としています。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

07/3 08/3 09/3
（予想）

18,455

21,090
23,310

売上高
（億円）

事業環境の変化と当社の取り組み

当本部がコアビジネスと位置付ける自動車

分野では、グローバル生産が急速に拡大し

ており、各国の自動車メーカーおよび部品

メーカー間の競争は、米国や欧州などの成

熟市場だけでなく、中国やロシアをはじめ

とする新たなマーケットにおいてもさらに

非鉄金属分野では、ロンドン、シンガポー

ルを中心とするグローバルなトレーディン

グ体制で価格変動リスクの低減を図ってい

るほか、燃料コストと環境負荷の低減を実

現するアルミ溶湯供給事業などを世界各国

で展開。常に現地の状況に最適な供給体制

を構築し、効率の高い生産をサポートして

います。

鉄鋼原料分野では、地球環境に配慮し、

工場内で発生する金属屑の回収・加工事業

や使用済み自動車（ELV）のリサイクル事業

などを行っており、その活動範囲はいまや

金属を超えた領域にまで拡大しています。

本部の概要と強み

金属本部では、鉄や非鉄金属を単なる素材

としてではなく、それぞれが独自の特性や

機能を持った商品としてとらえ、ユーザーや

サプライヤーのニーズに応じた最適な商品

の提案を行っています。また、新たな素材や

加工技術の開発にも積極的に協力し、メー

カーとユーザーがWIN-WINの関係となるよ

うな創造的なビジネスを展開しています。

鋼板・条鋼鋼管分野では、国内外での加

工基地を核に、ITを活用した受発注システ

ムと効率的な物流体制を整え、用途に応じ

た最適な寸法と重量、使用タイミングに合

わせた納期管理を実現しています。また、

ユーザーニーズに対応し、鋼板を異形に加

工して納入するブランキング事業を、世界

各国で展開しています。

条
鋼

鋼板加工拠点（
メキシコ

）

鋼板コイ
ル
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事業廃棄物の管理を
効率化するシステムサービスを
提供
当社は日本IBM（株）と共同で「廃棄物・

資源循環管理システム」を開発し、2008

年4月より運用を開始しました。このシ

ステムは、事業廃棄物の処理状況を一

元管理するもので、電子マニフェストに

よるペーパーレス化や法令で定められ

た行政への年次報告業務、さらには日

常の社内における廃棄物や排出物の管

理業務を大幅に効率化することができ

ます。また当社では、これらの管理業務

をサポートするために、事業者の廃棄物

管理に関する業務コンサルティングや

業務研修の提供も行っています。

07/3 08/3 09/3
（予想）
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激しさを増しています。このような環境の

もと、各メーカーのニーズは生産各国にお

ける安定的な資材調達に加え、これまで自

社内で行っていた生産工程の一部をアウト

ソーシングすることで、デザインや設計、安

全・環境技術の開発など付加価値の高い分

野へ経営資源を集中して競争力をさらに高

める方向へと広がってきています。当本部

はこのニーズをいち早く捕まえ、メーカーの

海外展開に歩調を合わせる形で海外各国・

地域に高精度・高品質の鋼板､アルミ加工・

物流拠点やアルミ溶湯供給拠点、メーカー

の生産工程において発生する金属屑の回

収・リサイクル拠点などを展開し、グローバ

ル生産に欠かせない事業パートナーの一人

として着実に事業を拡大しています。

基本戦略・長期方針

金属本部は、モノの流れの中で独自の機能

を創造・強化し、商品の付加価値を高める

ことで商品市況に左右されない安定的な収

益を生み出していくことを基本戦略として

います。当本部は取扱商品を軸に大きく鋼

板、条鋼・鋼管・建材、非鉄金属、鉄鋼原料

という4つの分野に分かれますが、この基

本戦略のもと各分野ともに海外ネットワー

クを活かした調達力と、加工・物流機能を

活かした顧客ニーズへの対応力によって、

自動車、非自動車双方の分野で着実に事業

を伸ばしています。

現在、当本部では鋼板、アルミ加工・物流

やアルミの溶湯供給、金属屑のリサイクルな

どの機能拠点が国内外合わせて38拠点稼

動していますが、引き続きこれらの機能拠

点について、人材育成や品質・安全など、

事業の基本への取り組み強化を含めた拡充

を進めていきます。また、中国の急速な経

済成長などを背景に大きな課題となってい

る資源の安定確保・調達についても海外

ネットワークの拡充により資源国とのさら

なる関係構築を図るなど、積極的に取り組

んでいく考えです。

2009年3月期の業績予想
資源価格の高騰による鉄鋼、非鉄金属の市

況上昇、サブプライムローン問題や原油高

などを背景に後退色を強めている米国経済

など、リスク要因は幾つか存在するものの、

中国・インドの高成長を牽引役としてアジア

で引き続き堅調な経済成長が見込まれるほ

か、ロシアや中東などの資源国においても

順調な景気拡大が予想されることから、金

属材料に対する需要は自動車産業をはじめ

各産業分野で安定的に推移すものと予想さ

れます。このような環境のもと、当本部の

2009年3月期の業績は、主に海外における

自動車生産の増加などで売上高が前期

（2008年3月期。以下同）比11%増の23,310

億円、営業利益は前期比16%増となる410

億円を見込んでいます。

廃棄物・資源循環管理システム

Ecomanage Network Corporation

新会社およびシステムのロゴマーク

プロファイ
ル
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機械・エレクトロニクス本部
当本部は、それぞれの分野で物流、IT、エンジニアリングの各機能

強化と事業領域の拡大に向けた戦略的投資を行うことを基本戦略

として掲げています。
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事業環境の変化と当社の取り組み

近年、中国をはじめとするアジアの急速な

経済成長および堅調に推移した米国、欧州

経済を背景に、鉄鋼や化学、自動車など製

造業における各国の設備投資額は着実に

増加しています。中でも当社の主要顧客で

ある日本の自動車メーカーは、世界的な経

済成長に伴う市場の拡大や、燃料の高騰を

エレクトロニクス分野では、海外の主な

半導体メーカーの代理店としての安定した

商品調達力および品質管理体制を武器に、

製品の設計段階から参画するデザイン・イ

ンや、充実した技術サポートなどの機能を

発揮し、ユーザーの多様なニーズに応えて

います。また、自動車メーカーや部品メー

カー向けの組込ソフトを開発し、提供して

います。

海外生産用自動車部品事業では、各国に

物流拠点を設置し、ミルクラン方式（部品

メーカーを巡回して集荷する方式）による一

括集荷から、倉庫における分類・梱包、さ

らにはクロスドック（中継基地）を利用した

配送まで、様 な々物流ノウハウとITを活用し

たグローバルサプライチェーンマネジメン

トシステムを、アジア、南米など世界13の国

や地域で展開し、高効率・高品質の物流

サービスを実現しています。

本部の概要と強み

機械・エレクトロニクス本部は、機械・設

備、エレクトロニクス、海外生産用自動車

部品の各分野において、国内外から製品を

調達するだけでなく、企画・提案や技術開

発、品質管理、効率的な物流に至るまで、

トータルにサポートし、ユーザーの生産体

制の構築に貢献しています。

機械関連分野では、グローバルな商品情

報力と物流技術を活かした機械設備・部品

の最適調達はもとより、プロジェクトに応じ

て高度な専門知識、情報、技術・技能を提

供。ユーザーニーズを的確に把握した企画･

設計から、制作指導、複数メーカーの機械・

設備の最適なコーディネート、機械設備関連

のソフトウェア開発を行い、かつエンジニア

リング機能を担うグループ会社と密接に連

携しながら、据付、立上、調整、保全まで一

貫したトータルなサービスを提供しています。

自動車向け
溶接機

械

IC
チ

ッ
プ

売上高
（億円）

部品倉庫
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背景とする燃費性能・品質へのニーズ拡大

によって世界的に販売を伸ばしており、国

内外で能力増強に向けた投資を進めていま

す。また、経済のグローバル化、ボーダーレ

ス化が進む中で、海外の複数地域における

生産・販売を前提としたグローバル車種の

開発・生産を推進するなど、世界規模の最

適生産・供給体制の構築に向けた取り組み

が拡大してきています。このような事業環

境の中、当本部は機械設備のグローバル調

達およびエンジニアリング機能の強化に努

め、現在は日本、アジア、米国、欧州の四極

体制で自動車メーカーならびに自動車関連

メーカーのスムーズな生産拠点の立上げを

サポートしています。また、海外生産用自動

車部品の物流についても、自社の物流サー

ビス部門および自動車メーカーと密接な連

携をとりながら、ソフト、ハードの両面にお

いて多国間のグローバル物流を前提に企

画・設計した物流拠点を生産各国に設置し、

グローバル生産をサポートしています。

基本戦略・長期方針

機械・エレクトロニクス本部は、取扱商品

を軸に機械、エレクトロニクス、グローバ

ル生産部品の大きく3つの分野に分かれま

すが、それぞれにおいて物流、IT、エンジニ

アリングの各機能強化と事業領域の拡大に

向けた戦略的投資を行うことを基本戦略と

して掲げています。中でもこの数年間で北

米や中国、欧州などで急速に拡大してきた

日本の自動車メーカーおよび自動車関連

メーカーの拠点新設・能力増強は、今後も

BRICsを中心に引き続き拡大することが見

込まれています。このような事業環境を踏

まえ、当本部は3つの分野を一体としてと

らえ、現地におけるスムーズな生産の立上

げおよびその後の安定的な生産を支えるサ

ポート力の強化を一層進めていきます。

また、安全性や快適性の向上に加えてハ

イブリッド車、電気自動車といった環境対

応技術においてますますシナジー領域が広

がっているエレクトロニクス部品事業、資

源価格の高騰や新興国の経済発展を背景

に市場拡大が続く建機・重機事業の強化な

どへも積極的な経営資源配分を行っていく

方針です。

2009年3月期の業績予想
前期に続き、資源価格の高騰を背景とする

旺盛な建設機械需要や、海外新興国の自動

車需要拡大に伴う設備増強および生産台数

の拡大などを受け、機械設備、海外生産用

自動車部品の取り扱い増加を見込んでいる

ほか、前期に米国の情報関連卸売大手より

アジア地域における半導体販売事業を取得

したエレクトロニクス分野でも、新たな取

引先の開拓などによる取り扱いの増加を見

込んでいることなどから、2009年3月期の

業績は、売上高は前期比17%増の18,480億

円、営業利益は前期比4%増となる369億円

を見込んでいます。
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自動車用電子部品の
品質サポートセンターを設立・
稼動開始
近年、安全性能および快適性・利便性

の向上に向けて、自動車産業分野にお

ける電子部品、特にIC（集積回路部品）

の使用は増加の一途をたどっており、自

動車関連メーカーからは強力な品質改

善機能を持ったサポートセンターのニー

ズが高まっています。そこで当社はカー

エレクトロニクス事業子会社において、

緊急選別検査や不具合・故障解析など

高いレベルの品質要求に応える解析技

術を集約した自動車用電子部品の品質

サポートセンターを設立し、2008年3月

より稼動を開始しました。

自動車
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自動車産業の設備投資額推移
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自動車本部
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事業環境の変化と当社の取り組み

海外での自動車販売は、中国、ロシアなど

の新興国・資源国における経済発展を背景

にここ数年成長を続けてきました。

近年の米国サブプライムローン問題、資

源高など世界経済の潮目は大きく変わりつ

つありますが、基本動作に立ち返り、これま

で当本部が発揮してきた機能（商品選定、

価格設定、需給管理、市場動向の適時適切

当本部は担当する国 を々地域ごとの面で

とらえ、地域ごとに統括拠点を設置し、各

国の市場動向やユーザーの方 の々生の声な

どのマーケット情報を、現場に近い場所で

直接かつ迅速に入手することに努め、リス

クマネジメントなど自らの事業に活かすと

ともに、自動車メーカーにフィードバックす

るなど、アンテナ機能を発揮しています。

また、自動車メーカーの海外生産拡大に

伴い、これら地域統括拠点を活用して、海

外で生産される車両や部品の第三国への

再輸出を行い、地域ごとにデポ機能を持つ

など、メーカーと一体となった販売の最大

化・効率化を図っています。

本部の概要と強み

自動車本部では、トヨタグループなど自動

車メーカー各社の車両・車両部品を全世界

150ヵ国余りで販売しています。

お客さまに直接販売、サービスを提供す

るリテーラー事業については、当社が出資・

経営を行う小売拠点を40ヵ国余り100拠点

以上で展開しています。

代理店事業では、20ヵ国余りで当社が

代理店に出資・経営し、導入商品の選定、

価格の設定、需給管理、販売促進活動など

を実施しています。

当本部では、リテーラー事業において、各国の代理店方針を尊重し

ながら、リテーラー共通の企業文化・行動指針を浸透させること

により、すべての国や地域で他店のモデルとなるようなお客さま

第一のNo.1店舗づくりを進めています。

当社ディーラーでの
サービス

風景

輸
出

車
両
の
船積
み

当社ディーラーの
モデルル

ーム
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エクアドルでトヨタ車新代理店
の営業を開始
2007年5月、当社がエクアドルにおいて

現地資本との合弁で設立したトヨタ車新

代理店が営業を開始しました。当社は

1964年に現地のトヨタ車代理店と取引

を開始しましたが、これまで現地には複

数の代理店がありました。今回、全国的

な戦略展開や業務の効率化、財務体質・

販売体制の強化を目指し、これら代理店

とともに合弁で統一代理店を設立・開業

することとなりました。当社は、この新

会社と緊密な連携を図り、顧客満足度を

より一層高めることによって、エクアド

ルにおけるトヨタ車のさらなるシェア

アップを図っていく考えです。

な把握等）を一層強化し、この逆風を乗り越

えていく考えです。

そして、販売拠点の拡充に努め、地域統

括拠点などグローバル体制整備を推進する

とともに、お客さま第一主義に則り、すべて

の国や地域で他店のモデルとなるような

No.1店舗づくりを継続します。

基本戦略・長期方針

当本部は、海外各地域の特性やニーズに応

じた最適な戦略策定・実行を進めるため、

米州、欧州、中国、豪亜中近東、アフリカの

5つの地域軸と、ダイハツ工業（株）、日野自

動車（株）、スバル（富士重工業（株））などト

ヨタ自動車以外のメーカーや新規事業への

取り組みを進める推進事業の計6つの戦略

軸を設定し、地域の深堀り、バリューチェー

ンの拡大を通じた拡販を目指しています。

これら6つの戦略軸を核として、引き続き

海外販売における2つの機能、すなわち各

国での市場調査から販売戦略の策定・実行

までを担う代理店事業、および一般ユー

ザーの方 へ々の販売、アフターサービスを

担うリテーラー事業を基盤事業に位置付

け、今後も大きな市場成長が見込まれる

BRICsを始めとした新興国や資源国を中心

に展開していくことを基本方針としています。

その一方で、将来の新たな成長機会の創出

を目指して、販売金融や中古車事業といっ

た小売周辺の新規事業へも積極的な投資を

行っていく考えです。

2009年3月期の業績予想
サブプライムローン問題、資源高という逆

風、資源・新興国の経済成長といった順風

と世界経済の潮目が変わる局面にあります

が、その中でも引き続きBRICsなど新興国、

資源国を中心に販売ネットワークの強化を

進めていくことにより、2009年3月期の業

績は、売上高が前期比6%増の9,990億円、

営業利益は同8%増となる460億円を見込

んでいます。
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（出所）日本自動車工業会

新代理店Toyota del Ecuador S.A.の開所式
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エネルギー・化学品本部
当本部は石油、石炭、電力、合成樹脂などを基盤事業と位置付け

て一層の強化を図ると同時に、ガス、樹脂原料、ファインケミカル

などの分野で新規コア事業を創出していくことを基本方針として

います。
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事業環境の変化と当社の取り組み

化学品分野、エネルギープラント分野とも

に世界需要は年々拡大しており、とりわけ

アジア地域においては中国を筆頭に高い伸

びが続いています。化学品分野においては、

自動車の海外生産や薄型テレビ市場の拡

大などにより海外での樹脂材料および電

子・光学用途向け材料などの需要が増えて

取り扱っています。また、樹脂コンパウンド

では、自動車向けと家電向け双方のシナ

ジーを発揮して、中国や東南アジア、新興国

へ生産・加工拠点を拡大しています。

エネルギープラント分野では、供給地で

ある中東と消費地であるアジアの両方で強

いビジネス基盤を持っています。また、プロ

ジェクトの開発機能を活かして、精製や輸

送などの川中はもとより、電力卸などの川

下分野でも事業展開を進めています。タイ

やパキスタンでは、百万キロワットを超え

る大きな発電プロジェクトを開発し、電力

の安定供給に貢献しています。さらに、タイ

でメタンガスを回収して発電を行うプロジェ

クトや、中国などにおける排出権創出事業、

GTL（Gas to Liquid）やジメチルエーテルの

開発などの環境に配慮したエネルギー事業

にも積極的に取り組んでいます。

本部の概要と強み

エネルギー・化学品本部では、川上である

供給地から川下にあたる消費地までをバ

リューチェーンでつなぎ、化学品や合成樹

脂などの原料・素材や、原油・石炭などの

基礎エネルギーを世界各国から最適調達

し、ユーザーのニーズに合わせた供給を

行っています。

化学品分野では、競争力のあるサプライ

ソースを確保するとともにタンクオペレー

ションなどの物流機能を発揮して、原材料

の生産拠点からユーザーへの製品納入に至

るまでバリューチェーンを構築しています。

中でもレントゲンの造影剤や液晶の偏光フィ

ルムなどに使われるヨードは、アメリカと日

本に生産拠点を持ち、世界でもトップクラ

スの取扱量を誇るほか、半導体のエッチン

グ・洗浄用などで高い需要がある黄燐につ

いても、日本の輸入量の30%以上を当社が

当社のケミカ
ルタンク

風
力

発
電
事
業

海外のケミカ
ルプラン

ト

売上高
（億円）
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一貫供給体制の構築に向けた
ガス探鉱事業への進出
2008年1月、当社はWoodside Energy 

Ltd.およびBHP Billiton Petroleum

（North West Shelf）Pty. Ltd.が豪州西

部に保有する鉱区権益の7.5%を取得し

ました。この権益取得には、独立行政法

人である石油天然ガス・金属鉱物資源

機構の探鉱出資制度適用が決定してい

ます。また、2008年3月にはWoodside 

Energy Ltd.が保有する別の3鉱区の権

益をそれぞれ10%取得し、これら4鉱

区において商業規模のガス田発見に向

けた探鉱を進めていきます。

　川上から川下に至るガス一貫供給体

制の構築を目標に、今後も海外の有望

案件への参画を積極的に進めることで、

安定供給に向けた供給源の確保を進め

ていきます。

おり、バイオプラスチックなど環境対応型

商品の普及も進んできています。一方、エネ

ルギープラント分野においては、原油の高

騰が続く中でエネルギーセキュリティおよ

び環境負荷低減の両面から、天然ガスやバ

イオエタノールなどの代替エネルギーへの

需要が急速に高まっているほか、自動車産

業を中心に様 な々メーカーが進出を続ける

アジア地域では、電力需要の拡大も顕著と

なっています。

こういった環境のもと、当本部は化学品

メーカーと共同で自動車および家電向けコ

ンパウンド事業のグローバル展開を進める

と同時に、ユーザーである自動車メーカー

や家電メーカーとともにハイブリッド車向け

の構成部材や電子・電池材料の開発に取り

組んでいます。また、エネルギープラント分

野では、海外ネットワークを活かして原油・

石炭などの安定的な確保に努めてきたほか、

プロジェクトノウハウおよび燃料の安定調

達力を活かしたアジアでの発電事業や、ク

リーンエネルギーとして期待される風力発

電関連事業にも早くから取り組んでいます。

基本戦略・長期方針

エネルギー・化学品本部は、取扱商品を軸

に大きく化学品、合成樹脂・機能材料、エネ

ルギー・プラントの3分野に区分されます

が、各分野ともに戦略的パートナーとの連

携強化、トレーディング型から事業収益型

へのビジネスモデル変革を基本方針として

掲げています。具体的には石油事業、電力

事業、合成樹脂事業などを基盤事業と位置

付けて新規事業案件の獲得および積極的

な投資による川中から川下への事業展開

を図っていくほか、ガス、樹脂原料、ファイ

ンケミカルなどの分野では戦略的パート

ナーとの連携による新規事業の創出・拡大

および高収益事業の強化・育成など新たな

収益源となるコア事業を創出していく考え

です。また、化学品分野ではBRICsやアジア

各国において現地販売機能の拡充に努め

るとともに、樹脂コンパウンド事業など準

製造機能のグローバル展開を図っていくほ

か、無機希少資源のリソース確保による収

益力強化にも取り組んでいく方針です。

2009年3月期の業績予想
前期に引き続きナフサ国際市況の高騰や

アジア、新興国中心に市場の堅調な伸びが

見込まれることから、石油・有機化学品、

家電樹脂などの取り扱い増加を見込んでい

るほか、バンカー重油や国内の石油製品の

拡販による取り扱い増加、市況上昇による

石炭事業の大幅な収益率向上などを見込ん

でいることなどから、売上高は前期比6%

増の16,550億円、営業利益は前期比56%

増となる63億円を見込んでいます。
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食料本部

事業環境の変化と当社の取り組み

日本は小麦、トウモロコシ、大豆などの穀

物、油糧種子のほとんどを輸入に依存して

いますが、供給国は米国、南米などに寡占

化されつつあります。経済成長とともに中

国や東南アジア諸国の需要が高まるにつ

れ、供給国の生産状況によっては、食料原

また、小麦および小麦粉においても、米国、

カナダなどにおける小麦の調達力と中国、

東南アジアにおける小麦粉の販売ネット

ワークを活かした総合バリューチェーンを

数十年にわたって構築してきており、商社の

中ではトップクラスの取り扱い規模を有し

ています。

食品分野においては、世界各地から安全

で高品質な食品原料を調達しており、ゴマ

やソバ、ナッツなどの取り扱いにおいて国

内で高いシェアを有しています。また、国内

外の加工拠点を活用して様 な々食品加工製

造事業を展開し付加価値の向上を図ってい

るほか、本部内に食料安全推進室を設置し、

トレーサビリティをはじめとする安全管理

機能・体制の強化を進めています。

本部の概要と強み

食料本部は、トウモロコシなどの飼料原料

および米麦類、粗糖など食の根幹に関わる

分野において安定調達・物流などの川上を

主体に事業を展開する穀物分野と、食品原

料、調理冷凍食品をはじめとする食品全般

を取り扱い、加工・製造、販売などの川中か

ら川下を主体に事業を展開する食品分野の

2つの分野で様 な々事業を展開しています。

穀物分野の最大の強みは、国内4ヵ所に

保有する穀物サイロを中心とした飼料コン

ビナートです。大型船がそのまま横付けで

きる岸壁を備え、トウモロコシや大豆など

の飼料原料をサイロから専用ラインで後背

地にある配合飼料メーカーへ供給しており、

その取扱量は国内トップクラスを誇ります。
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当本部では、食の安全・安心への対応として、栽培・生産、加工、

流通、販売の各工程で仕入先、販売先、栽培・生産・加工の方法など

の履歴が分かるトレーサビリティへの対応を進めています。
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食品分野の
取扱商品
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料の争奪戦も現実味を帯びてきました。一

方で、日本は食の安全・安心が原料まで遡っ

て求められるため、従来型の単純な大量輸

入では許されない状況が強まっています。

こういった環境の変化を踏まえ、当本部

では長年にわたり世界中に築き上げたネッ

トワークを駆使するとともに、重要拠点に

は駐在員を配置して米国、オーストラリア、

南米など生産地の情報を収集・分析し、適

時に適地から安定的に供給できる体制を構

築してきました。また、食の安全・安心への

対応として、栽培・生産・加工、流通、販売

の各工程で仕入先、販売先、栽培・生産・

加工の方法などの履歴が分かるトレーサビ

リティへの対応を進めてきており、その取り

組みの一例として、各工程で遺伝子組み換

えコーンの混入を可能な限り防ぐ、当社独

自の厳格な「 IPハンドリング手法」を実施し

ています。栽培・生産・加工工程では、種子

のチェックから収穫後のサンプル検査まで

入念な管理を実施。流通・販売工程では、

混入リスクを防ぐため集積回数を減らし、

集積地を管理状況が明確に分かる自社所

有サイロにし、さらに直接バージや本船に

積み込む方法を採用する一方で、各工程で

検査の合格書を繋げていく品質保証の仕組

みを整えています。また、国内で食料自給

率向上への意識が高まる中、国内での安

全・安心な食品の確保を目指し、国内野菜

産業事業にも参入しています。

基本戦略・長期方針

食料本部は、穀物分野、食品分野それぞれ

において、「海外市場の開拓」と「国内・海外

資源の安定調達」を2本柱に、戦略パート

ナーとの連携により、国内外での食料事業

のさらなる拡大を目指します。

農産物資源の需要が拡大・多様化する

世界情勢の中、国内での川上事業展開によ

り国産事業を充実させるとともに、戦略

パートナーとの連携により、北米・南米・

アジアでの資源調達力をより強化し、日本

および海外での市場へ直結した“Global to 

Global”の総合バリューチェーンを構築し

ていきます。

また、国内外での食品製造機能を強化する

とともに、国内市場だけでなく、海外市場も

ターゲットに戦略的な事業展開を目指します。

2009年3月期の業績予想
世界的に農産物資源の需要が拡大・多様化

し、穀物価格が高騰する中、当社は安定的な

調達力を発揮して国内および東南アジア向

けに飼料穀物の取り扱い増加を見込んでい

るほか、小麦、大豆などについても海外向け

に販売を伸ばしていくことなどから、2009年

3月期の業績は、売上高が前期比17%増の

3,930億円を見込んでいます。また、営業利

益についても、売上高の増加に加えて海外

関連企業の順調な利益増などによる収益率

向上を見込んでいることから、前期比52%

増となる66億円を予想しています。
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中京地区最大となる
副原料サイロの増設
2008年1月、当社グループ会社である

東洋グレーンターミナル（株）が副原料穀

物サイロの増設を実施し、保管能力を6

万トンから7.2万トンへ拡大しました。増

設されたサイロは主に畜産飼料の原料

となる大豆粕を保管します。畜産飼料価

格が高騰する中、大豆粕は2006年の輸

入量が過去最高の164万トンを記録する

など、国産品からの切り替えが進んでい

ます。今回のサイロ増設により輸入大豆

粕を港から直接搬入することが可能とな

り、配合飼料メーカーへの低コスト・安

定供給を実現しました。今後も安全と品

質を確保しつつ、飼料原料の低価格・安

定調達を通して日本の飼料畜産業界に

貢献していきます。
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生活産業・資材本部
当本部は、より収益性の高い事業展開に向けた事業の絞り込みと、

新たな収益機会の創出に向けた事業投資を大きな戦略の柱に

位置付けています。
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を展開。また自動車保険においては、コー

ルセンターの設置や安全運転に関する教育

を行うなど、単なる保険の販売にとどまら

ない総合安全コンサルティングサービスを

展開しています。

都市開発分野では、より快適な暮らしを

提供する各種住宅資材の開発・提供や、高

付加価値なマンション事業を展開している

ほか、不動産証券化スキームを活用した商

業施設の企画・開発も行っています。

自動車系資材分野では、シートベルト、

エアバッグ、カーペット、用品など、国内外

の生産工場のネットワークを基盤に、企画

から材料調達、製造までの一貫したバリュー

チェーンを構築し、総合サプライヤーとして

の機能を発揮しています。

また、保険分野においては、自動車保険

や取引先企業向けの団体保険など、各種保

険を提供する保険代理店業として国内有数

の実績を持ち、そのノウハウを活かして海

外でも保険ブローカー事業や代理店事業

本部の概要と強み

生活産業・資材本部では、繊維製品、住宅

資材、マンション建設といった人 の々生活

基盤に関わる分野や自動車系資材分野、

さらには今後ますます重要性が高まると予

想される介護、保険分野へも注力するなど、

「安心」｢安全｣「快適」をキーワードに掲げ、

人 の々暮らしを支える商品･サービスを提

供しています。

繊維製品分野のアパレルビジネスでは、

高い透湿防水機能を持つゼラノッツブラン

ドや、室内光にも反応する光触媒を活用し

た消臭・抗菌素材「V-CAT」を利用した各種

機能素材の開発・販売のほか、「オニール」

「エバーラスト」といったファッションブラン

ドの開発・展開も手がけています。

ハーベストエイジ
*向け事業

当社が開発した
マンショ

ン

当
社

が
扱
う
繊
維ブ
ラン
ド「
オニ
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」
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* 当社では、60歳以上の世代を「ハーベストエイジ」と名付け
ています。
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生活産業・資材本部

ユニフォーム事業のさらなる
拡大を目指して
2008年2月、当社はトヨタ紡織（株）と

（株）飯島産業との3社合弁で、ユニフォー

ムの企画・製造・販売を行う新会社を設

立しました。新会社はこれまで3社がそれ

ぞれに手掛けていたユニフォーム事業の

技術やノウハウを集約することにより、

お客さまへのきめ細かなサービスはもと

より、商品力、品質、コスト競争力の充実・

向上を図り、トヨタグループ各社へのユニ

フォーム販売拡大を目指すとともに、

他の国内外企業への拡販にも積極的に

取り組んでいきます。

ライフスタイル分野では、車イスやベッド

などの介護機器の販売・レンタル事業を日

本各地で展開するほか、ウェブ上での通販

事業を通じてハーベストエイジ向けに新た

なライフスタイルの提案を行うなど、独自

の企画力と商品力を活かした取り組みも始

めています。

事業環境の変化と当社の取り組み

自動車系資材分野では、安全性の向上に向

けて需要が拡大しているエアバッグ事業に

おいて、中国でのエアバッグ袋体縫製事業

の強化を進めてきたほか、同じく中国で高

級車向けの高品質カーペット製造・販売を

行う事業会社を合弁で設立するなど、総合

サプライヤーとしての機能拡充に努めてい

ます。都市開発分野では、さらに拡大する

不動産流動化市場に対応し、自社ファンド

を活用した住宅および商業施設などの開発

を進めています。保険分野では、自由化・

規制緩和が一層進む中で様 な々保険商品の

企画に取り組んでいるほか、海外でも保険

代理店、保険ブローカーの設立・買収など

による保険ネットワークの構築や、リスクコ

ントロール機能の強化を目的としたキャプ

ティブ保険会社を設立するなどの機能強化

を図っています。ライフスタイル分野では、

介護機器のレンタル需要拡大に合わせて、

国内各地の拠点数を拡大しています。

基本戦略・長期方針

生活産業・資材本部のビジネスは、取扱商

品を軸に繊維製品、ライフスタイル、生活系

資材、都市開発、保険、自動車系資材の6つ

の分野に大きく分かれますが、それぞれが

より収益性の高い事業展開に向けた事業の

絞り込みと、新たな収益機会の創出に向け

た事業投資を大きな戦略の柱に位置付け

ています。例えば、繊維原料については自

動車向けを中心とする産業用に絞り込みを

行う一方で、衣料製品においてはブランド

衣料の開発および業界トップクラスの商品

力を持つ企業との協業に取り組んでおり、

2007年に資本業務提携を開始した（株）

ビスケーホールディングス、福助（株）などと

様 な々商品開発を行っています。また、新た

な収益機会の創出に向けた取り組みのひと

つとして、ハーベストエイジ向け事業におい

て、各SBUの豊富な商品群を活かしたマー

ケティング・販売に注力していきます。

2009年3月期の業績予想
海外全体の堅調な需要増加を背景に安定

的な伸びが予想される自動車の国内外生

産向け自動車系資材で引き続き取り扱いの

増加を見込んでいるほか、国内における商

業施設の積極的な開発などにより、2009年

3月期の業績は、売上高が前期比16%増の

4,390億円、営業利益は前期比6%増となる

112億円を見込んでいます。
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CSR（企業の社会的責任）

CSRに関する基本的な考え方
豊田通商グループは、CSRを特別な取り組みではなく、企

業活動のすべてのあり方を律する、経営そのものである

と考えています。様 な々事業活動を通じて、人・社会・地

球との共存共栄を図り、豊かな社会づくりに貢献できる新

しい商社像を目指していきます。

CSR体制
2005年1月、前身の企業倫理委員会を改組する形で発足

した「CSR推進委員会（委員長：社長）」が、現在の豊田通

商グループのCSRを考える中心組織となり、年2回開催さ

れています。

会議では、全社横軸の観点から、各商品本部の企画部

長およびコーポレート本部・業務本部の部長が活動実績・

課題などについて委員（経営陣）に報告を行い、今後の方

向性や方策について指示を受けています。

従来は、コンプライアンスや労働安全衛生といった「基

礎的CSR」（下図）に関する事柄が議論の中心でしたが、

高まる社会からの期待に応えるべく、近年は「戦略的」「慈

善的」CSR領域への取り組み強化についても積極的に議

論を進め、企業価値の最大化に努めています。

安全文化の構築に向けて

お客さまに提供する付加価値を追求し、グローバルに拡

大を続けている当社にとって、安全確保こそが信頼の基

本です。自動車産業を核に非自動車分野にも積極的に拡

大を図りつつある現在、安全文化の確立を最優先の経営

課題に位置付けています。職場の災害ゼロ・危険ゼロを

実現するには、「安全を先取りする体質」と「結果から手

を打つ体質」の両方を確立しなければなりません。

豊田通商の考えるCSR階層図

[ カテゴリーA]

慈善的CSR領域
行うのが望ましい

[ カテゴリーB]

戦略的CSR領域
行うべきこと

（行うことで競合他社の優位に立つ）

[ カテゴリーC]

基礎的CSR領域
行って当然（行わないほうが問題）

より上位の
CSR活動へ

社会貢献活動など

コンプライアンス、労働安全衛生など

本業による社会問題解決
（リサイクル事業、風力発電事業など）
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そのため当社では、安全の原点といえる「人づくり」に

も積極的に取り組んでいます。一昨年には各商品本部に

「ゼロ災推進チーム」を設置し、災害防止の重要性を周知

徹底させる安全知識教育を実施してきました。現在も、

各自の職場において安全管理のリーダーシップを発揮で

きるように社員のレベルアップを図る活動が続けられて

います。

また、客先での工事や納品業務においては関係仕入先・

委託先の協力が不可欠であることから、安全協力会を組

織化し、定期的な安全大会の開催による意識の向上や日

常的な工事の安全巡視・指導を行っているほか、工事を

伴う事業投資においては安全管理体制や安全対策の措

置がとられているか計画段階で事前審査を行っています。

今後も豊田通商グループ社員一人ひとりが「安全管理

こそ企業存続の礎である」という認識を共有し、自分自身

の課題として取り組んでいける体制を構築していきます。

多様な人材による価値創造

人材の活性化こそ事業の動力源です。当社では「性別や

年齢、国籍や文化の違いにかかわらず、誰もが力を発揮

できる組織となり、新たな価値創造を目指す」をコンセプ

トに、人材の「ダイバーシティ（多様化）」に取り組んでい

ます。世界63ヵ国でグループ246社にわたってビジネスを

展開し、営業利益の約6割を海外拠点が占めるようになっ

た現在、世界中に一層の豊かさを提供していくという当

社のビジョンを達成するための「種蒔き」が急務です。

そのためには各国のビジネス事情に精通したナショナ

ルスタッフの力が欠かせません。当社では、世界の多様

な価値観を尊重することを基本姿勢とした上で、グロー

バルな人材戦略の策定と、海外事業体の経営を担う人材

の育成を進めています。

また、社員一人ひとりが最大限に「個」を発揮できる環

境を作るため、彼らのワークライフバランス（仕事と家庭

の両立）の支援を行っています。2007年5月には育児関

連の社内規定を大幅に改定し、本格的に仕事と家庭が両

立できる環境づくりに取り組み始めました。

今後もこれらの取り組みを精力的に進めていくことで、

世界中の社員が「現地・現物・現実」、「商魂」、「チームパ

ワー」をキーワードとする豊田通商グループウェイを共有

しながら協働し、お互いを高め合う関係が創造できると

確信しています。

海外での安全研修
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さらなる環境への取り組み

国連やサミットで地球温暖化問題が議論されている今、

企業は「持続可能な社会」の実現に向けた取り組みをさ

らに加速していく必要があります。当社では環境問題を

経営上の最重要事項のひとつと考え、事業活動を通じて

経済発展と環境保全の両立を図る試みに全社を挙げて

取り組んでいます。中でもCO2削減は当社グループ全事

業の最重要課題に位置付けられ、当社は世界各地で金

属・自動車・家電製品などのリサイクルを推進しています。

また、温暖化対策につながる環境保全機器・商品、ク

リーンエネルギーの開発・販売、CDMなど、排出権ビジ

ネスにも取り組んでいます。ステークホルダーの皆さまと

の関係を保持していく上でも、環境への配慮は積極的な

情報開示やきめ細やかな顧客対応と並んで、ますます重

要になっていきます。

これからも皆さまから信頼される企業であり続けるた

め、当社は社会的責任としての環境保全への取り組みを

全うしていきます。

社会貢献活動への取り組み

豊田通商グループは「良き企業市民として社会に貢献す

る」ことを行動指針とし、地域社会に直接関わりを持ちな

がら、その課題解決に向けて積極的に参画し、人 に々喜

んでいただけるような活動に取り組むほか、人的貢献と

して社員にボランティアなどへの参加を促すなど、「顔の

見える活動」への取り組みも推進しています。

また、2007年5月に社会貢献準備チーム（2008年6月

に社会貢献委員会へ改組）を設置し、豊田通商ならでは

の社会貢献活動の方向性や年間を通じた活動テーマに

ついて検討してきました。その結果、当社の企業理念に

照らして「人（教育）・社会（福祉）・地球（環境）」を重点

テーマに位置付けて、“企業による”資金的援助、自主的

プログラムの企画・実行、“役職員による”ボランティア

への参加を通じた貢献、参加を支援する制度・風土づくり、

“事業による”地球環境負荷低減、循環型社会づくりへの

貢献、の3つのアプローチをバランス良く選択し、当社ら

しい取り組みを推進することで、「豊かな社会づくり」の実

現に向けた社会的な責任に応えてまいります。

社員による地域の清掃活動街頭での交通安全啓蒙活動
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コーポレート・ガバナンス／内部統制システム

株主総会

取締役会

選任・解任
選任・解任 選任・解任

監査・報告 報告
選任・解任・監督選定・解職・監督

代表取締役

執行役員

副社長会

全社横断会議体本部長会議

執行役員会議

監査部 会計監査人

投融資委員会

CSR推進委員会
指揮・監督

内部監査

連携

監査
会計監査

監査役・
監査役会

・特定貿易管理委員会
・地球環境連絡会
・安全衛生推進委員会

コーポレート本部

業務本部

各商品本部（国内外）

グループ会社（国内外）

連携

報告

牽制・支援

連携

ストックオプション委員会

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

豊田通商グループでは、グループ基本理念において、「人・

社会・地球との共存共栄をはかり、豊かな社会づくりに

貢献する価値創造企業を目指す」ことを企業理念として

掲げています。この基本理念を実現するために、さらな

る経営の効率化、透明化、コンプライアンスの徹底、なら

びに財務体質の健全化を積極的に推進しています。

また、広く豊田通商グループをご理解いただくために、

ウェブサイトや各種出版物を通じた情報開示のほか、各

地において一般の方 を々対象にした会社説明会の実施、

経営陣とマスコミの方 と々の定期的なコミュニケーション

機会を設けるなど、広報・IR活動の一層の充実を図って

います。

コーポレート・ガバナンス体制

また、当社は本部制による連結経営を推進しており、現

在営業6本部、業務本部、コーポレート本部の、計8本部

の組織編成になっています。各本部の本部長は取締役か

ら選任され、全社経営と担当本部の職務執行の両面から

状況を把握する役割を担っており、把握した情報につい

ては、本部長会議などにおいて迅速な伝達と共有を行っ

ています。さらに、2006年4月より、経営の効率化と内部

統制の強化を目的に、執行役員制度を導入して取締役会

をスリム化し、取締役は全社的経営に、執行役員は本部

長補佐の立場で本部経営に、それぞれ専念することで意

思決定の迅速化と精度向上を図っています。また、全社経

営（取締役）と職務執行（執行役員）の分離によって権限と

責任の明確化を図り、取締役会による取締役および執行

役員の職務執行状況の監督機能を強化して、内部統制の

充実を図っています。

コーポレート・ガバナンス体制
（2008年7月現在）
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その他、全社横断的な検討課題についても、全社横断

会議体を設けて、各経営課題を取締役および執行役員が

対策を検討し、必要に応じて取締役会に諮っています。な

お、今期は全社横断的な課題として、前期に引き続いてリ

スクマネジメント強化、人材育成強化、安全管理強化の3

つを挙げています。

内部統制システム

豊田通商グループの基本理念に基づき、2006年5月の取

締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」を

定め、取締役の職務を明確にし、会社の業務の適正を確

保する体制の整備状況を適時・的確に確認できる体制を

構築しており、環境の変化に応じて随時、基本方針の改

定を実施しています。この基本方針の目的は、豊田通商

グループの業務の適正を確保するための体制を整備する

ことにより、豊田通商グループ固有の価値観・信念・日々

の行動原則である「豊田通商グループウェイ」を継承・深

化させ、顧客視点での価値創造を推進し、豊田通商グルー

プの社会的使命を果たすことにあります。

コンプライアンス体制

取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に

適合することを確保するために、様 な々施策を実施して

います。例えば行動倫理ガイドやその携帯版の全役職員

への配布、社長を委員長とするCSR推進委員会の設置

（p.34参照）、本部長会議や執行役員会議などにおける本

部間の情報共有と相互牽制を行っています。また評価・

モニタリングについては、業務プロセスにおける業務執

行の評価・管理・牽制の実施、財務報告の信頼性確保の

システム整備に向けた内部統制推進部の設置、内部通報

制度の設置、社長直轄の監査部による内部監査などを実

施しています。さらに根本的な不祥事防止を目的として、

不祥事発生に至るメカニズムを心理学的な側面から解明

し解説を行うなど、従来の社内試験・研修に加えて独自

の教育体系を構築しています。

リスク管理体制の整備

損失の危険を管理するために、各種リスクに関する管理

規程の整備、研修の実施、マニュアルの配布などを行って

います。豊田通商の事業活動において、特に留意を要す

る投融資リスク、信用リスク、市場リスク、労働安全衛生

および環境保全に関するリスクについては、ガイドライン

あるいは管理規程を整備し、リスクアセットの定量化を

含むリスクの適切な把握と管理を実施しています。その

他、情報セキュリティ、緊急事態発生時管理などについて

も、それぞれの専門部署において、適切な管理体制を構

築しています。また、リスクマネジメント強化会議におい

てリスクに関する全社的な把握と問題の発見に努めてい

ます。
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情報管理体制の整備

情報の保存および管理に関して、「文書規程」および「文

書の保存に関する取扱基準」などを定め、文書ごとの保

存責任部署、保存期間などを定めています。

企業集団における業務の適正を確保するための

体制

豊田通商グループにおける業務の適性を確保するために、

グループ横断会議体において、グループ方針の共有と情

報の相互共有を図っています。また、子会社の業務執行

を不当に害しない限りにおいての財務内容や業務執行上

の重要事項の把握・管理を実施しており、子会社の体制

に応じて、必要があれば取締役・監査役を派遣して、業務

の監視・監査を実施し、また当社監査部による内部監査

を実施しています。

反社会的勢力排除に向けた体制

暴力追放運動推進センターや警察本部組織犯罪対策局な

どの外部専門機関と連携し、反社会的勢力に対する体制

を構築しています。また当社は、名古屋本社において愛

知県企業防衛対策協議会、東京本社において警視庁管内

特殊暴力防止対策連合会、大阪支店において大阪府企業

防衛連合協議会にそれぞれ所属し、指導を受けるととも

に情報の共有化を図っています。反社会的勢力から不当

な要求を受けた場合には、総務部を対応統括部署として、

警察などの関連機関や弁護士と連携し、毅然とした態度

で対応します。
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役員一覧
（2008年7月1日現在）

取締役および監査役

前列 正面左より、
取締役副会長 豊原　洋治
取締役会長 古川　晶章
取締役社長 清水　順三

後列 正面左より、
取締役副社長 古林　清
取締役副社長 髙橋　克紀
取締役副社長 川上　博

役職 氏名 担当業務

取締役会長 古川　晶章 

取締役副会長 豊原　洋治 

取締役社長 清水　順三 

取締役副社長 髙橋　克紀 

 古林　清 東京本社担当

 川上　博 

専務取締役 近藤　芳正 エネルギー・化学品本部長

 大重　幸二 生活産業・資材本部長、食料本部長

 髙梨　建司 業務本部長

常務取締役 兵頭　誠 食料副本部長

 浅野　幹雄 コーポレート本部長

 山本　久司 機械・エレクトロニクス本部長

 足立　誠一郎 自動車本部長

 早田　稔 金属本部長

常勤監査役 浜名　祥三 

 久郷　達也 

監査役 豊田　鐵郎 

 栗岡　完爾 

 上坂　凱勇 
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執行役員 役職 氏名 担当業務

常務執行役員 山瀬　雅範 トヨタツウショウ アメリカ社 社長

 清水　正己 コーポレート本部長補佐

 見上　敏直 機械・エレクトロニクス本部長補佐

 岡部　浩之 国内地域担当

 伊藤　誠 自動車本部長補佐

 加留部　淳 機械・エレクトロニクス本部長補佐

執行役員 高野　博 トヨタツウショウ タイランド社 社長

 篠﨑　民雄 業務本部長補佐

 白井　琢三 金属本部長補佐

 磯野　央幸 機械・エレクトロニクス本部長補佐

 山際　邦明 エネルギー・化学品本部長補佐

 松平　惣一郎 機械・エレクトロニクス本部長補佐

 中山　純 生活産業・資材本部長補佐

 澤山　博樹 トヨタツウショウ ヨーロッパ社 社長 
トヨタツウショウ UK社 社長

 大井　祐一 業務本部長補佐

 安木　秀樹 エネルギー・化学品本部長補佐

 服部　孝 自動車本部長補佐

 横井　昭正 中国総代表

 箕輪　信之 トヨタツウショウ アメリカ社 副社長

 村田　稔 金属本部長補佐

 長谷川　孝博 食料本部長補佐

 荒木　良文 コーポレート本部長補佐

 佐藤　博文 コーポレート本部長補佐

 三浦　芳樹 食料本部長補佐

 島田　正徳 生活産業・資材本部長補佐

 武藤　和之 自動車本部長補佐

 岡本　康 機械・エレクトロニクス本部長補佐

 林　靜 金属本部長補佐

 松下　剛 エネルギー・化学品本部長補佐

  
注：会社名および役職名は記載当時の表記を使用しています。（2008年7月1日現在）
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財務セクション

当社の連結財務諸表について
掲載しております連結財務諸表および監査報告書（56～107ページ）は、
当社の第87期（自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日）の有価証券報告書からの抜粋であります。
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原油、鉄鋼、石炭の価格
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経営者による財務状態および 
経営成績に関する説明 
および分析

事業環境

事業の概観

豊田通商グループは、国内および海外における各種商品

の売買を主要業務としていますが、そのほかにも各種商

品の製造・加工・販売、事業投資、サービスの提供などの

業務に携わっており、取扱商品またはサービスの内容に応

じて、金属、機械・エレクトロニクス、自動車、エネルギー・

化学品、食料、生活産業・資材の6営業本部に事業を区分

しています。

当社グループでは、それぞれの事業を当社の営業本部

および営業本部直轄の関係会社により推進しており、幅広

い産業分野と地域をカバーする事業ポートフォリオを有し

ていることから、国内経済の動向のみならず、世界各地域

の政策・法制度・経済の動向、石炭・原油などの資源をは

じめとする国際商品市況や為替といった外部要因の変化

により業績への影響を受けます。また、トヨタグループを

はじめとする自動車産業を主要顧客としていることから、

特に金属、機械・エレクトロニクス、自動車の3事業セグ

メントは、内外の自動車産業を取り巻く事業環境や新技術

の動向が、当社グループの事業への取り組みおよび業績

に大きな影響を与えます。

経済環境

当期のわが国経済は、資源価格の高騰、米国の景気減速、

円高の進行や株価の低迷などの不安要因はあったものの、

設備投資や輸出が堅調に推移し、また個人消費が底堅く

推移したことにより、引き続き緩やかな拡大を続けました。

一方で海外においては、米国経済は、サブプライムロー

ン問題による住宅市場の一層の冷え込みや金融市場の混

乱に加え、原油高、企業業況の悪化、雇用の減少など、景

気は後退色を強めてきました。欧州経済は、輸出、設備投

資は総じて堅調を維持しているものの、米国経済の減速

による輸出の伸びの鈍化、エネルギー価格の高騰やイン

フレによる個人消費の低迷など先行きに不透明感が増し

ています。またロシア経済については、資源高による好況

により個人消費を中心に内需は堅調に推移しています。

アジア経済は、全般に内需が堅調に推移し、中国、インド

の高成長を牽引役に、引き続き堅調な成長を維持しました。
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世界の自動車生産台数の推移
（暦年、千台）

（出所）
世界の自動車生産台数：Organisation Internationale des 
Constructeurs d’ Automobiles
日本メーカーの生産台数：日本自動車工業会
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自動車産業の動向とトヨタグループの動向

当社の主要な収益基盤のひとつである自動車産業の動向

については、最大の市場である西欧および北米地域にお

いて需要・生産ともに伸び悩みが見られるものの、BRICs

およびASEAN諸国、アフリカ地域などの経済成長に伴う

モータリゼーションの進展によって、世界全体では着実な

成長を継続しており、2007年（暦年）の世界自動車生産台

数は、前年比5.4%増の73,101千台を記録しています。中

でも当社の主要顧客であるトヨタ自動車（株）をはじめと

する日本メーカーは、高品質と高い燃費性能を武器に海外

における販売を大きく伸ばしており、海外の生産台数は

2002年の7,652千台から2007年の11,857千台へと年率

9%を超えるペースで伸長、国内を合わせた総生産台数で

も2002年の17,909千台から2007年の23,453千台と世界

市場全体の伸びを上回る年率5%超の拡大が続いています。

一方で、米国のサブプライムローン問題に端を発した景

気の減速、資源高・食料高による市場価格への影響、環境

問題に対する意識の高まりといった大きな変化が訪れて

います。

このような環境のもと、日本メーカー各社、とりわけト

ヨタ自動車（株）は、グループ各社とともに積極的な海外

生産の拡大を進めており、ダイハツ工業（株）、日野自動車

（株）を含む2007年（暦年）の海外生産台数は、前年比

11.3%増となる4,378千台となりました。このトレンドは、

トヨタ自動車グループが長期ビジョンとして「世界市場に

おける販売台数シェア15%の実現」を掲げて引き続き高

水準の設備投資を計画していることから、今後もしばらく

継続するものと考えられます。

豊田通商の概況

損益の状況

当期の豊田通商は、主な収益基盤である自動車関連分野

において海外を中心に生産台数増が続き、金属事業が好

調に推移したほか、アジア・米国・欧州を中心とした海外

現地法人の好調、ロシア・アフリカなどにおける自動車

販売事業の好調などにより、売上高は7兆3億円と、前期

比12.7%、7,876億円増加し、7期連続で過去最高となりま

した。

営業利益は売上高と同様の理由により1,316億円と、

19.7%、216億円増加しました。

当期純利益は、前期は合併に伴い旧トーメン単体の繰

越欠損金を取り込んだことで、会計上単体の税金を計上す

る必要がなかったことなどにより772億円となっておりま

したが、単体税負担軽減効果（190億円）を調整した場合

の582億円と比較すると、実質前期比16.0%増の675億円

となりました。



営業利益／営業利益率
（億円/%）

当期純利益
（億円）

* 豊田通商株式会社は2006年4月1日に株式会社トーメンと合併しましたので、03～06の数値は旧豊田通商の数値となっています。
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セグメント情報

事業の種類別

金属本部

鉄鋼分野では市況の上昇に加え、堅調な自動車向け需要

に対し、国内外での鋼板加工など拡販に努めた結果、取り

扱いが伸長しました。鉄鋼原料分野では、カナダなどで引

き続き工場内リサイクル事業の拡大に努めました。非鉄金

属分野では、アルミ溶湯供給事業およびアルミ加工事業も

順調に推移しました。これらの結果、売上高は前期を2,635

億円上回る2兆1,090億円となりました。営業利益につい

ては、売上高伸長に伴う増加により前期を10億円上回る

354億円となりました。

機械・エレクトロニクス本部

機械分野では、国内外での生産活動に対するエンジニア

リングなどを強化し、機械販売を伸長させ、また、海外向

け建機ビジネスは、さらなる拡大を図りました。繊維機械

分野では中国が堅調、L&F分野ではCISや中南米向けが伸

長しました。海外自動車生産用部品分野では、中国・タイ

を中心とした高水準の自動車生産により、輸出は増加傾向

にあります。また、2007年7月から部品輸入を本格的に開

始し、今後成長することが期待されます。

情報・電子分野では、運転者支援や安全対応などのカー

エレクトロニクス新分野および海外デバイスや自動車組

み込みソフトビジネスの拡大などに取り組みました。また

新規事業として半導体品質サポートセンターを設立しま

した。

これらの結果、売上高は前期を468億円上回る1兆5,819

億円となりました。営業利益については、売上高伸長に伴

う増加により前期を50億円上回る356億円となりました。

自動車本部

車両取扱台数では、資源国の経済成長とBRICsの市場好調

を受け、前期比16%増を達成することができました。また、

海外販売拠点数については、前期末の108拠点より、ロシ

ア、中国、旧ユーゴ諸国などで拠点拡張を行い118拠点と

し、販売ネットワークの強化を継続しています。

これらの結果、売上高は前期を1,866億円上回る9,383

億円となりました。営業利益については、海外自動車販売

会社の売上高伸長に伴う増加により前期を94億円上回る

426億円となりました。
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事業セグメント別売上高
（億円）

     2007 2008

金属     18,455  21,090 

機械・エレクトロニクス     15,351  15,819 

自動車     7,517  9,383 

エネルギー・化学品     12,692  15,623 

食料     3,496  3,354 

生活産業・資材     3,827  3,790 

その他     786  941 

事業セグメント別営業利益
（億円）

     2007 2008

金属      344 354

機械・エレクトロニクス     306 356

自動車     332 426 

エネルギー・化学品     45 40 

食料     37 43 

生活産業・資材     78 105

その他     (44) (9)
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エネルギー・化学品本部

化学品合樹分野では、ナフサ国際市況の高騰や自動車の

海外生産台数の増加などにより、石油化学品、自動車関連

樹脂などの取り扱いが伸長しました。また、将来の新素材、

新用途開発を実現するため北米のベンチャーファンドに出

資しました。エネルギー・プラント分野では、原油、バン

カー重油などの拡販に取り組んだ結果、取り扱いが伸長し

ました。また、上流から下流に至るガス一貫供給体制の構

築を目指し、豪州で天然ガスの鉱区権益を取得しました。

プラント輸出では、エジプト電力庁より発電設備を複数受

注しました。

これらの結果、売上高は前期を2,931億円上回る1兆

5,623億円となりました。営業利益については、主に為替

の影響により前期を5億円下回る40億円となりました。

食料本部

穀物分野では、資源の安定供給のために、当社関係会社

東洋グレーンターミナル（株）の副原料サイロを増設し、安

全と品質を確保しつつコストの低減に努めた結果、取り扱

いは堅調に推移しました。食品分野では、中国において高

級パンの製造・販売を開始するなど、海外事業の拡大に

取り組みました。

また、国内では豊通食料（株）の商品ラインナップの拡

大を図りました。一方で食の安全に関する社会的責任の高

まりに対応すべく、食料安全推進室を本部内に設置し管理

体制を強化しました。しかしながら、本部全体としては、

主に急激な円高による為替の影響により、売上高は前期

を142億円下回る3,354億円となりました。営業利益につ

いては、売上高伸長に伴う増加により前期を6億円上回る

43億円となりました。
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生活産業･資材本部

繊維分野ではトヨタ紡織（株）、（株）飯島産業と共にトヨタ

紡織ユニフォーム（株）を設立し、ユニフォームの製造販売

を積極的に進めています。ライフスタイル分野では、60歳

以上の世代をハーベストエイジと名付け、重点的に投資を

行い、基盤整備を進めました。住宅分野では、八王子メディ

カルマンションの着工・販売を開始しました。

保険分野では、海外における医療保険のマーケット開

拓を進めました。自動車系資材分野では中国や中近東向

けアクセサリー用品の輸出および部品の商内を拡大しま

した。繊維分野では、中国やベトナムでのエアバッグ生産

会社の生産能力増強を行い、需要拡大に対応しました。し

かしながら、本部全体としては、主に不採算事業の撤退に

より売上高は前期を37億円下回る3,790億円となりました。

営業利益については、売上高伸長に伴う増加により前期

を27億円上回る105億円となりました。

所在地別

日本

金属、エネルギー・化学品の取扱高増加などにより、売上

高は前期を5,874億円（13.8%）上回る4兆8,408億円とな

りました。営業利益につきましては売上高伸長に伴う増加

などにより、前期を98億円（22.1%）上回る544億円となり

ました。

アジア・オセアニア

アジアの現地法人の取扱高増加などにより、売上高は前期

を1,215億円（12.8%）上回る1兆712億円となりました。

営業利益につきましては売上高伸長に伴う増加などにより、

前期を48億円（21.2%）上回る278億円となりました。

北米

米国の現地法人の取扱高は増加しましたが、主に急激な

円高による為替の影響により売上高は前期を641億円

（11.9%）下回る4,732億円となりました。営業利益につき

ましても主に為替の影響により前期を6億円（4.6%）下回

る123億円となりました。

所在地セグメント別売上高
（億円）

     2007 2008

日本     42,534  48,408 

アジア・オセアニア     9,497  10,712 

北米     5,373  4,732 

欧州     3,409  4,695 

その他地域     1,312  1,454 

所在地セグメント別営業利益
（億円）

     2007 2008

日本     446 544

アジア・オセアニア     229 278

北米     129 123

欧州     148 203

その他地域     157 173
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欧州

欧州の自動車販売会社および現地法人の取扱高増加など

により、売上高は前期を1,286億円（37.7%）上回る4,695

億円となりました。営業利益につきましては売上高伸長に

伴う増加などにより、前期を54億円（36.4%）上回る203億

円となりました。

その他

アフリカの自動車販売会社および現地法人の取扱高増加

などにより、売上高は前期を142億円（10.8%）上回る1,454

億円となりました。営業利益につきましては売上高伸長に

伴う増加などにより、前期を15億円（10.1%）上回る173億

円となりました。

資産･負債･資本の状況

当期末の総資産は 2兆6,032億円と期首と比べ 1,410億円

の増加となりました。主な要因は、売上高増加に伴い売上

債権・たな卸資産が増加したことによるものです。

純資産につきましては6,397億円と期首と比べ 132億円

の増加となりました。うち自己資本につきましては、利益

剰余金が増加した一方で、有価証券評価差額金、為替換算

調整勘定などが減少したことにより、69億円の増加となり

ました。その結果、自己資本比率は22.5%となりました。

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の当期末残高は1,741億円となり、前

期末より485億円の増加となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、当期純利益など

により1,047億円の収入、投資活動によるキャッシュ・フ

ローは、機能強化のための積極的な投資により367億円の

支出となり、結果、フリーキャッシュ・フローは、680億円

のプラスとなりました。

一方、財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負

債の返済などで230億円の支出となりました。

財務戦略と資本構成

当社グループでは、財務健全性を維持した安定的成長を

目指して、「資産の効率化」と「資産の内容に見合った調達」

を柱とする財務戦略を推進しています。

資産の効率化

「資産の効率化」については、“最小限の資金で最大限の利

益確保”を目指し、売掛債権回収の早期化、在庫の削減な

どによる運転資本の効率化や不稼動・非効率固定資産の

削減など、資金の効率化を進めています。これらの活動に

より得られる資金を、より将来性の高い事業への投資や、

有利子負債の圧縮に充当することにしており、“企業価値

の向上”と“財務の健全性向上”の両立を目指しています。

資産の内容に見合った資産

固定資産は長期借入金と株主資本でカバーし運転資本は

短期借入金でカバーすることを原則としていますが、同時

に運転資本の底溜り部分も長期資金でまかなうことを方

針としています。また、当社グループの海外現地法人にお

ける資金調達の安全のため、“マルチカレンシー・リボル

ビング・ファシリティー（複数通貨協調融資枠）”を設定す

るなど、不測の事態にも対応できるように備えています。

今後の資金調達について、当社グループの営業活動が

生み出すキャッシュ・フロー、資産の内容、経済情勢、金融

環境などを考慮し、資産の一層の効率化と安定的な資金

調達に対応していきたいと考えています。具体的取り組み

としては、国内関連企業へのGCMS（グローバル・キャッ

シュ・マネジメント・システム）の導入を推進し、アイドリン

グマネーを削減、TVA（Toyotsu Value Achievement）の

徹底による資金効率の向上などを実施しています。
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豊田通商グループの今後の見通し
今後のわが国経済の見通しについては、企業の輸出、生

産、設備投資は増加を維持するものの、その伸びは鈍化が

見込まれ、さらに原油価格の一層の高騰、円高の急激な

進行などによる企業業績への圧迫や、サブプライムローン

問題、金融市場の収縮による米国経済の後退など、継続

的な成長を脅かす要因も存在していると思われます。

こうした環境の中、豊田通商グループは、足元の課題に

適確に対処するとともに、｢人・社会・地球との共存共栄

をはかり、豊かな社会づくりに貢献する価値創造企業を目

指す｣という企業理念のもと、オープンでフェアな企業活

動に努めるとともに社会的責任の遂行と地球環境の保全

に取り組み、創造性を発揮して、お客さま、株主の皆さま、

従業員、地域社会など、すべてのステークホルダーにご満

足いただける｢付加価値の提供｣を経営の基本理念として

います。

この実現に向け、豊田通商グループは、G’VALUE with 

youをフラッグシップ・メッセージにGlobal、Glowing、

Generatingの3つの『G』を豊田通商グループにおける価値

創造の基本要件としています。

また豊田通商グループは、企業ビジョンとして「VISION 

2015̶LEAD THE NEXT」を掲げ、「価値創造企業」として、

6つの事業領域すなわち6つの商品本部で次世代ビジネス

を創造し、将来的には事業収益のバランスで、自動車分野

対非自動車分野を50対50とすることを戦略意思としてい

ます。

自動車分野を「第1の柱」として、成長機会を確実にとら

えるとともに、新機能創造に努め、当社ならではの強みを

徹底的に強化して、さらなる成長を目指しています。非自

動車分野においても自動車分野で培った機能、ノウハウな

どの横展開により、自動車分野とのシナジーを創出し、「第

2、第3の柱」を育成、確立してまいります。

2009年3月期業績予想
（億円）
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次期（2009年3月期）の業績見通し 
次期の業績の見通しにつきましては、売上高は前期を7,997

億円（11.4%）上回る7兆8,000億円となる見込みです。営業

利益は前期を184億円（13.9%）上回る1,500億円となり、

税引後の当期純利益は、前期を65億円（9.6%）上回る740

億円となる見込みです。

商品セグメント別業績予想（売上高）

金属本部は、自動車生産台数の増加、市況の上昇により

増収を見込んでいます。

機械・エレクトロニクス本部は、海外自動車生産台数の

増加および機械設備・エレクトロニクス部品の取り扱い

伸長により増収を見込んでいます。

自動車本部は、海外自動車販売会社の取り扱い増加に

より増収を見込んでいます。

エネルギー・化学品本部は、化学品・合成樹脂などの

取り扱い増加により増収を見込んでいます。

食料本部は、飼料商内の取り扱い増加、小麦・大豆など

の取り扱い増加により増収を見込んでいます。

生活産業･資材本部は、内装資材などの取り扱い伸長、

および商業施設開発などにより増収を見込んでいます。
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商品セグメント別業績予想（営業利益）

金属本部は、自動車生産台数の増加などによる売上高伸

長に伴い増益を見込んでいます。

機械・エレクトロニクス本部は、海外自動車生産台数の

増加および機械設備・エレクトロニクス部品の取り扱い

伸長などによる売上高伸長に伴い増益を見込んでいます。

自動車本部は海外自動車販売会社の売上高伸長に伴い

増益を見込んでいます。

エネルギー・化学品本部は、化学品・合成樹脂などの

取り扱い増加などによる売上高伸長に伴い増益を見込ん

でいます。

食料本部は飼料商内の取り扱い増加、小麦・大豆など

の取り扱い増加などによる売上高伸長に伴い増益を見込

んでいます。

生活産業・資材本部は、内装資材などの取り扱い伸張、

および商業施設開発などによる売上高伸長に伴い増益を

見込んでいます。

商品セグメント別業績予想（営業利益）
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事業などのリスク
本レポートに記載した事業の状況、経理の状況などに関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあると思われ

ます。

なお、文中における将来に関する事項は、資料発表時

点で当社グループが判断したものです。

1. 営業活動全般に関するリスクについて
特定の販売先への依存

当社グループは、当社および子会社336社・関連会社184

社で構成され、国内および海外における自動車関連商品、

その他各種商品の販売を主要業務としています。当社売上

高のうち、トヨタグループ*への売上高が占める比率は

15.3%（2008年3月期）であり、そのうちトヨタ自動車（株）

への売上高の比率は7.4%です。従って、トヨタ自動車（株）

の生産台数の動向が、当社の経営成績に影響を与える可

能性があります。

*  トヨタ自動車（株）、（株）豊田自動織機、愛知製鋼（株）、（株）ジェイテクト、
トヨタ車体（株）、アイシン精機（株）、（株）デンソー、トヨタ紡織（株）、
関東自動車工業（株）、豊田合成（株）、日野自動車（株）、ダイハツ工業（株）

取引先の信用リスク

当社グループには、多様な営業活動により生じた国内外

の取引先に対する金銭債権回収に関するリスクが存在す

るため、取引先の信用力、担保の価値および一般経済状

況に関する一定の前提と見積りに基づいて貸倒引当金を

設定していますが、取引先が債務の履行を完了するまでは

取引先の財務状態が健全な状態にある、という保証はあ

りません。

商品リスク

当社グループが取り扱う非鉄金属・原油・石油製品・ゴ

ム・食料・繊維などの相場商品には価格変動のリスクが

存在します。こうした価格変動のリスクを低減する施策を

講じていますが、必ずしも完全に回避できるものではあり

ません。

事業投資リスク

当社グループは、既存提携関係の強化または新規提携を

行うことにより、既存事業の拡大や機能強化または新規事

業への参入を目指しています。このため、他社と提携して

新会社を設立または既存の企業へ投資するなどの投資活

動を行っており、さらに今後も投資活動を行う可能性があ

ります。しかし、投資先企業の企業価値または株式の市場

価値が低迷した場合には、当社グループが投資金額の全

部もしくは相当部分を失う、またはこれらの投資先企業に

対する追加の資金提供を余儀なくされることがあります。

このような場合、当社グループの財政状態および経営成

績に悪影響を及ぼす可能性があります。

金利変動リスク

当社グループの有利子負債には、変動金利条件となってい

るものがあります。このうちの相当部分は変動の影響を転

嫁できる営業資産に見合っていますが、市場変動の影響を

リスクヘッジできないものもあり、金利変動リスクを負っ

ています。今後の金利動向によっては当社グループの業績

への影響が生じる可能性があります。
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外国為替リスク

当社グループが行っている商品の販売および投資活動な

どのうち、米ドルその他の外国通貨建ての取引については、

外国為替の変動による影響を受けることがあります。当社

グループはこうした外国為替のリスクを一定程度まで低減

する施策を講じていますが、必ずしも完全に回避できるも

のではありません。

カントリーリスク

当社グループは、外国商品の取り扱いや外国の取引先に

対する投資など、外国の取引先と多くの取引を行っており、

外国政府による規制・政治的不安定・資金移動の制約な

どによる外国製品の製造・購買に伴うリスクに加え、投資

の損失またはその他の資産が劣化するリスクが存在して

います。また輸出入に係る営業活動は、国際的な貿易障壁

および貿易紛争ならびに国家間における自由貿易協定お

よび多国間協定に起因する競合によって一般的な制約を受

けます。当社グループは、特定の地域または国に対する集

中の是正に努めていますが、特定の地域または国に関連

して将来的に損失を被る可能性があります。

輸出取引および海外取引における競合

当社グループの主要な輸出取引および海外取引は厳しい

競合にさらされており、国際的なマーケットで営業活動を

展開している国内外の製造業者および商社と世界規模で

競合しています。これらの競合他社の中には当社グループ

より優れた商品、技術、経験などを有しているものもあり、

常に競争優位の地位を確保できる保証はありません。

環境関連のリスクについて

当社グループが国内および海外で展開する事業には、広

範な環境に関するリスクが存在します。これらのリスクに

備え、食品商内におけるトレーサビリティの推進や、化学

品商内における有害化学物質の取り扱いに関する法規制

の遵守など、サプライチェーンでのリスク管理を実施して

います。また、当社グループが国内および海外で展開する

事業は、廃棄物処理などさまざまな環境リスクの下にあり、

環境規制の変化や災害などによる環境汚染の発生などが

想定され、追加の対策コストが必要となり、業績に影響を

及ぼす可能性があります。

2. 災害などによる影響について
火災、地震など今後発生が想定される災害に対しては、

安全かつ迅速に対応できるよう対策本部の設置・運営な

どについて適切な検討・訓練を行っています。例えば、地震

などによる当社グループの営業活動への影響を限定的な

ものとする方策の一環として、設備における耐震構造の

点検・調査を実施し、適宜、対策を施しています。

ただし、東海大地震のような大規模な災害が発生した

場合は、当社グループの営業活動に何らかの影響を与え

る可能性があります。

重要な会計方針および見積り
当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に

公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

います。この連結財務諸表の作成にあたって、特に以下の

重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において

使用される当社グループの重要な判断と見積りに大きな

影響を及ぼすと考えています。

① 貸倒引当金

当社グループは顧客の支払不能時に発生する損失の見積

額について、貸倒引当金を計上しています。顧客の財務状

態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が

必要となる可能性があります。

② たな卸資産

当社グループは推定される将来需要および市場状況に基

づく時価の見積額と原価との差額に相当する金額につい

て評価損を計上しています。実際の将来需要または市場状

況が当社グループの見積りより悪化した場合、追加の評価

損の計上が必要となる可能性があります。
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③ 有形・無形固定資産の減損

当社グループは機能強化・事業拡大のため有形・無形固

定資産を所有しています。固定資産の減損会計は資産のグ

ルーピング・割引前キャッシュ・フローの総額・回収可能

価額を当該企業に固有の事情を反映した合理的で説明可

能な仮定および予測に基づいて算出しています。将来の

地価下落・資産の劣化などにより現在の帳簿価額に反映

されていない損失または帳簿価額の回収不能が発生した

場合、評価損の計上が必要となる可能性があります。

④ 投資有価証券の減損

当社グループは取引関係の維持のため、特定の顧客およ

び金融機関の株式を所有しています。これらの株式には価

格変動性が高い上場会社の株式と、株価の決定が困難で

ある非上場会社の株式が含まれています。

上場会社の株式については決算日の市場価格が帳簿価

額よりも30%以上下落し、その下落が一時的でないと判

断した場合に評価損を計上しています。また非上場会社

の株式については、それらの会社の純資産額の持分相当

額が帳簿価額よりも50%以上下落した場合に評価損を計

上しています。将来の市況悪化または投資先の業績不振に

より現在の帳簿価額に反映されていない損失または帳簿

価額の回収不能が発生した場合、評価損の計上が必要と

なる可能性があります。

⑤ 繰延税金資産

当社グループは繰延税金資産について実現可能性が高い

と考えられる金額へ減額するために評価性引当金を計上

しています。評価性引当金の必要性を評価するに当たって

は将来の課税所得および慎重かつ実現性の高い継続的な

税務計画を検討しますが、繰延税金資産の全部または一

部を将来実現できないと判断した場合、当該判断を行った

期間に繰延税金資産の調整額を費用として計上します。同

様に計上金額の純額を上回る繰延税金資産を今後実現で

きると判断した場合、繰延税金資産への調整により当該判

断を行った期間に利益を増加させることになります。

⑥ 退職給付費用

退職給付費用および債務は数理計算上で設定される前提

条件に基づいて算出されています。これらの前提条件に

は割引率・将来の報酬水準・退職率・直近の統計数値に

基づいて算出される死亡率・年金資産の長期収益率など

が含まれています。親会社および国内子会社の年金制度

においては、割引率は日本の国債の市場利回りを在籍従

業員に対する支給年数で調整して算出しています。期待運

用収益率は年金資産が投資している資産の種類毎の長期

期待収益率の加重平均に基づいて算出されます。実際の

結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更さ

れた場合、その影響は累積され将来にわたって規則的に

認識されるため一般的には将来期間において認識される

費用および計上される債務に影響を及ぼします。未認識

数理計算上の差異の償却は年金費用の一部を構成してい

ますが、前提条件の変化による影響や前提条件と実際と

の結果の違いの影響を規則的に費用認識したものであり

ます。
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7年間の主要財務データ
豊田通商株式会社および連結子会社
3月31日に終了した各会計年度

 現豊田通商株式会社 旧豊田通商株式会社

 単位：百万円 単位：千米ドル（注2）  単位：百万円

 2008 2008 2007 2006（注1） 2005 2004 2003 2002

業績指標：

売上高（注3） ¥7,000,352  $69,870,776  ¥6,212,726  ¥3,945,319 ¥3,315,830  ¥2,787,793  ¥2,576,453  ¥2,255,698 
売上原価  6,630,828   66,182,543   5,884,267   3,751,042   3,161,069   2,658,589   2,462,173   2,153,454 
その他の営業収益 – – –   27,315   20,921   17,223   17,039   15,048 
売上総利益  369,523   3,688,233   328,458   221,592   175,683   146,428   131,318   117,292 
販売費および一般管理費  237,852   2,374,020   218,456   141,536   119,368   109,407   100,252   91,040 
営業利益  131,671   1,314,213   110,002   80,056   56,314   37,020   31,067   26,252 
当期純利益  67,506   673,780   77,211   45,732   37,521   20,663   18,829   8,781 

期末現在：

流動資産 ¥1,885,496  $18,819,204  ¥1,659,437  ¥1,106,983  ¥  862,476  ¥  742,328  ¥  706,440  ¥  670,309 
総資産  2,603,206   25,982,703   2,462,229   1,602,702   1,198,394   1,032,602   960,398   922,054 
流動負債  1,479,494   14,766,883   1,298,915   1,019,217   749,252   671,155   640,222   620,171 
純資産（注4）  639,730   6,385,178   626,539   314,319   237,132   188,785   159,492   150,680 

キャッシュ・フロー：

営業活動によるキャッシュ・フロー ¥  104,727  $ 1,045,294  ¥   44,598  ¥   33,089  ¥   17,835  ¥   62,660  ¥   19,092  ¥   47,461 
投資活動によるキャッシュ・フロー  (36,717)  (366,473) (31,159)  (119,378)  (29,409)  (38,220)  (20,095)  (11,745)
財務活動によるキャッシュ・フロー  (23,057)  (230,143) (46,555)  90,452   12,027   (18,111)  5,874   (21,615)
現金および現金同等物の期末残高  174,197   1,738,667  125,603   75,032   69,547   67,704   61,666   56,674 

 単位：円 単位：米ドル（注2）  単位：円

1株当たり情報：
当期純利益：

　基本的当期純利益 ¥192.44 $1.92  ¥231.47  ¥161.88  ¥132.98  ¥72.75  ¥66.06  ¥31.31 
　希薄化後当期純利益 192.08 1.92 230.30  160.75  132.11  72.35  66.01  –
配当金 30.00  0.30  26.00  18.00  12.00  8.00  7.75  7.50 

    単位：千株

株式：

期末発行済株式数 354,057   354,057  282,867  282,867  282,867  282,867  282,867 

注） 1. 豊田通商株式会社は2006年4月1日に株式会社トーメンと合併しましたので、2006年3月31日に終了した会計年度の数値は旧豊田通商の数値となっています。
 2. 本ページに掲載した米ドルの金額は海外読者の便宜上、2008年3月31日現在の為替レート、1ドル＝100.19円で換算しています。
 3. 連結財務諸表の表示方法を見直した結果、2007年3月期より、「その他の営業収益」を「売上高」に計上しています。
 4.  2007年3月期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第55号 2005年12月9日）を適用しています。詳細については、P.63以降の「連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項」をご参照ください。
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5年間の主要財務データ（旧株式会社トーメン）
株式会社トーメンおよび連結子会社
3月31日に終了した各会計年度

       単位：百万円

  2006 2005 2004 2003 2002

業績指標：

売上高  ¥1,810,844  ¥1,577,303  ¥1,604,084  ¥2,082,898  ¥2,384,848 
売上原価  1,733,709  1,494,888  1,508,057  1,969,775  2,267,255 
売上総利益  77,135  82,415  96,027  113,122  117,593 
販売費および一般管理費  56,069  55,846  67,847  87,460  92,394 
営業利益  21,066  26,568  28,179  25,661  25,198 
当期純損益  (48,317) 9,627  3,754  (66,970) 4,711 

期末現在：

流動資産  ¥  438,671  ¥  441,635  ¥  443,146  ¥  548,851  ¥  826,075 
総資産  698,322  733,794  769,075  971,713  1,448,261 
流動負債  485,220  363,077  629,837  785,308  1,138,082 
株主資本  13,986  41,350  28,982  13,862  4,663 

キャッシュ・フロー：

営業活動によるキャッシュ・フロー  ¥   20,286  ¥   18,208  ¥   44,635  ¥   81,301  ¥   71,671 
投資活動によるキャッシュ・フロー  28,017  24,438  41,194  82,240  26,389 
財務活動によるキャッシュ・フロー  (45,690)  (43,339)  (98,310)  (202,739)  (86,178) 
現金および現金同等物の期末残高  83,145  78,620  79,400  93,928  140,290 

       単位：円

1株当たり情報：
当期純損益  ¥(60.03) ¥11.92 ¥5.16 ¥(105.58) ¥7.39
配当金  – – – – –
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社名： 豊田通商株式会社

本店所在地： 〒450-8575 名古屋市中村区名駅四丁目9番8号

設立年月日： 1948年7月1日

従業員数： 単体 2,474名 連結 26,121名

資本金： 64,936,432,888円

株式の総数： 発行可能株式総数 1,000,000,000株 
発行済株式総数 354,056,516株

株主数： 70,197名

大株主の状況：
  所有株式数 所有株式比率 
株主名  （千株） （%）

トヨタ自動車株式会社  76,368  21.57%
株式会社豊田自動織機  39,365  11.12%
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 18,553  5.24%
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 17,913  5.06%
株式会社三菱東京UFJ銀行 11,698  3.30%
三井住友海上火災保険株式会社 10,903  3.08%
資産管理サービス信託銀行株式会社 6,871  1.94%
あいおい損害保険株式会社 6,813  1.92%
東京海上日動火災保険株式会社 6,746  1.91%
日本生命保険相互会社  5,320  1.50%

上場証券取引所： 東京、名古屋（証券コード8015）

独立監査法人： あらた監査法人

株主名簿管理人： 三菱UFJ信託銀行株式会社

　同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 
三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

　（郵便物送付先） 〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号 
三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部 
電話（通話料無料）0120-232-711

　同取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社全国各支店 
野村證券株式会社全国本支店

　電話（通話料無料） 0120-244-479（本店証券代行部） 
0120-684-479（大阪証券代行部）

　インターネット http://www.tr.mufg.jp/daikou/

お問い合わせ先： 豊田通商株式会社 広報・IR室 
〒100-8320 東京都千代田区丸の内三丁目8番1号 
電話 （03）5288-2081 
ファクシミリ （03）5288-9063

 （名古屋） 
〒450-8575 名古屋市中村区名駅四丁目9番8号 
電話 （052）584-5011 
ファクシミリ （052）584-5659 
インターネット http://www.toyota-tsusho.com/

株価と売買高の推移：

コーポレートデータ

会社概要 （2008年3月31日現在）
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1936年 トヨタ車の販売に対する金融を目的として「トヨタ金融株式会社」を設立

1942年 商号を「豊田産業株式会社」に変更し、トヨタ系各社の証券保有業務を兼ねる

1945年 組織再編および業務の整備を図り、貿易・商事分野へ進出

1947年 第二次財閥指定により持株会社の指定を受け解散

1948年 企業再建整備計画を完了し、豊田産業株式会社の商事部門を継承して「日新通商株式会社（Nissin Tsusho 
Kaisha Ltd.）」（現在の豊田通商）を設立

1956年 商号を「豐田通商株式会社（Toyoda Tsusho Kaisha, Limited）」と変更

1957年 海外で初めてとなる合弁会社「Toyoda Thailand Co., Ltd.」を設立

1960年 海外で初めてとなる子会社「Toyoda New York, Inc.」を設立

1961年 名古屋証券取引所市場第二部に上場

1964年 ドミニカ共和国向けを皮切りにトヨタ完成車の輸出を開始

1975年 名古屋証券取引所市場第一部に指定替え

1977年 東京証券取引所市場第一部に上場

1985年 第一回無担保転換社債（100億円）を発行 
東京支店を東京本社に昇格し、名古屋と合わせ2本社制となる

1987年 ユーロ市場において、ワラント債（7,000万米ドル）を発行 
商号を「豊田通商株式会社（Toyota Tsusho Corporation）」に変更

1999年 加商株式会社と業務提携

2000年 株式会社トーメンと資本・業務提携 
加商株式会社と合併

2003年 株式会社トーメンの第三者割当増資50億円を引受け

2006年 株式会社トーメンと合併

沿革

109Annual Report 2008

プロファイ
ル

皆さまへ

事業ハイラ
イト

概要

（企業の社会
的責任）

内部統制シ
ステム

役員一覧

財務セクシ
ョン

データ

ガバナンス
／コーポレー
ト・

CSR

事業セグメ
ントの

社長インタ
ビュー
特集：

ステークホル
ダーの株主ならび
に

財務ハイラ
イト

コーポレー
ト



組織図

株主総会
監査役

金属本部 金属企画部

監査役会

副社長会

全社横断会議

投融資委員会

一般委員会

コーポレート本部

本部長会議

執行役員会議

監査部

環境・生産改善部

安全推進部

取締役会

会長
副会長
社長
副社長

鋼板部
条鋼・鋼管・建材部
非鉄金属部
鉄鋼原料部
鉄鋼貿易部
東京金属部
浜松金属部
大阪金属部
九州金属部

機械・エレクトロニクス本部 機械・エレクトロニクス企画部

豊田機械第一部
豊田機械第二部
機械部
東京機械部
大阪機械部
浜松機械部
九州機械部
繊維機械部
産業車輌・建機部
電子デバイス部
情報システム部
グローバル生産部品第一部
グローバル生産部品第二部

自動車本部 自動車企画部

自動車事業統括部
自動車サービス部
米州自動車部
欧州自動車部
中国自動車部
豪亜自動車部
中近東自動車部
アフリカ自動車部
東京自動車部
大阪自動車部
アフターマーケット営業部

エネルギー・化学品本部 エネルギー・化学品企画部

有機化学品部
産業化学品部
ファインケミカル部
工業樹脂部
自動車材料第一部
自動車材料第二部
電材・機能材部
エネルギー部
プラント・プロジェクト部

食料本部 食料企画部

穀物油脂部
食糧部
食品部
大阪食料部

生活産業・資材本部 生活産業・資材企画部

繊維製品部
ハーベストマーケティング部
生活資材部
都市開発部
保険第一部
保険第二部
自動車資材部
繊維資材部

秘書部
経営企画部
人事部
総務部
経理企画部
営業経理部
財務企画部
リスクマネジメント部
関連事業部
内部統制推進部

業務本部

業務企画部
グローバルIT推進部
海外事業企画部
事業開発部
物流企画部
物流業務部
物流事業部
海外事業推進部

本社 2
支店 10
営業所 4

支店・事務所 30
現地法人 25

顧客・国内地域

国内地域

トヨタ室

国内拠点数

海外拠点数

ネットワーク （2008年6月1日現在）
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日本
豊田通商株式会社
名古屋本社： 
〒450-8575 名古屋市中村区名駅四丁目9番8号 
センチュリー豊田ビル

東京本社： 
〒100-8320 東京都千代田区丸の内三丁目8番1号 
豊田通商丸の内ビル

大阪､浜松､豊田､刈谷､北海道､東北､新潟､北陸､広島､九州､ 
松本､三島､福山､高松

北米
TOYOTA TSUSHO AMERICA, INC.
Head Office: 7300 Turfway Rd., Suite 500, Florence,  
KY 41042, U.S.A.
Ann Arbor, Arkansas, Atlanta, Battle Creek, Boston,  
Chicago, Columbus, Detroit, Fremont, Georgetown, 
Hollywood, Houston, Huntsville, Jackson, Lafayette,  
Los Angeles, Memphis, Miami, Missouri, New York,  
Ontario, Pittsburgh, Princeton, San Antonio, San Diego,  
San Francisco, Tennessee, West Virginia

中南米
TOYOTA TSUSHO CORPORATION
Bogota, Santiago, Lima

TOYOTA TSUSHO AMERICA, INC.
San Jose (Costa Rica)

TOYOTA TSUSHO DE VENEZUELA, C.A.
Edif. Parque Cristal, Torre Este, Piso 3, Oficina 3-12  
Av. Francisco de Miranda, Los Palos Grandes, Caracas, 
Venezuela

S.C. TOYOTA TSUSHO do BRASIL LTDA.
Edificio Parque Cultural Paulista 
Avenida Paulista 37-5 ander,  
CEP 01311-902, Bairro, Paraiso, Sao Paulo, SP, Brazil

TOYOTA TSUSHO ARGENTINA S.A.
Ruta Panamericana Km.29.4 (B1618EZE), El Talar,  
Provincia de Buenos Aires, Argentina

欧州
TOYOTA TSUSHO EUROPE S.A.
Belgicastraat 13, 1930 Zaventem, Belgium
Budapest, Liberec, Milan, Neuss, Paris, Prague, 
Valenciennes, Walbrzych

TOYOTA TSUSHO U.K. LTD.
5th Floor, 63 Queen Victoria street, London EC4N 4UA, 
United Kingdom
Derby

ロシア&CIS
TOYOTA TSUSHO CORPORATION
Almaty, Moscow, Tashkent

アフリカ
TOYOTA TSUSHO CORPORATION
Alexandria, Alger, Cairo, Tunis  

TOYOTA TSUSHO AFRICA PTY. LTD.
5th Floor, 138 West St., Sandton, South Africa
Durban, Nairobi

中近東
TOYOTA TSUSHO CORPORATION
Amman, Dubai, Jeddah, Sharjah

TOYOTA TSUSHO EUROPE S.A.
Gebze Kocaeli

TOMEN IRAN LIMITED LIABILITY COMPANY
No. 27 Shahid Naghdi St., Ostad Motahari Avenue,  
Tehran, 1576643535, Iran 

アジア
TOYOTA TSUSHO CORPORATION
Makati, Beijing, Guangzhou, Hanoi, Ho Chi Minh, Vientiane, 
Jakarta, Yangon, Dhaka, New Delhi, Mumbai, Bangalore, 
Colombo, Islamabad, Lahore, Karachi

TOYOTA TSUSHO KOREA CORPORATION
Rm. No. 1809, Kukudong Bldg., 60-1, 3 Ka, Chungmuro, 
Chung-gu, Seoul, Korea

TOYOTA TSUSHO PHILIPPINES CORPORATION
Block 4, Lot 2, Main Road 3, Calamba Premiere  
International Park, Calamba Laguna, Philippines
Makati 

TOYOTA TSUSHO  (CHINA) CO., LTD.
Rm. No. 220 Beijing Fortune Bldg. No. 5, Dong San Huan 
Bei Lu Chaoyang District, Beijing, China

TOYOTA TSUSHO (DALIAN) CO., LTD.
7F Senmao Bldg., 147 Zhongshan Rd., Dalian, China
Harbin, Shengyang

TOYOTA TSUSHO (TIANJIN) CO., LTD.
32th Floor, the Exchange Office Tower, 189 Nanjing Rd., 
Heping District, Tianjin, China
Beijin, Changchun

TOYOTA TSUSHO (SHANGHAI) CO., LTD.
12th Floor, K.WAH CENTER, 1010 Huaihai Zhong Rd., 
Shanghai, China 
Chengdu, Chongqing, Hangzhou, Nanjing, Nantong, 
Qingdao, Wuxi, Yantai

TOYOTA TSUSHO (GUANGZHOU) CO., LTD.
Rm. No. 5503, Citic Plaza, 233 Tian He North Rd., 
Guangzhou, China

TOYOTA TSUSHO (H.K.) CORPORATION LTD.
Rm. No. 2702, Block 1, 27th Floor, Admiralty Centre, 18 
Harcourt Rd., Hong Kong, China
Xiamen

住所
CHEN TAI FONG CO., LTD.
5F., No. 101 Songren Rd., Sinyi District, Taipei City, Taiwan

TOYOTA TSUSHO (THAILAND) CO., LTD.
607 Asoke-Dindaeng Rd., Kwaeng Dindaeng, Khet 
Dindaeng, Bangkok 10400, Thailand

KASHO INTERNATIONAL (THAILAND) CO., LTD.
607 Asoke-Dindaeng Rd., Kwaeng Dindaeng, Khet 
Dindaeng, Bangkok 10400, Thailand

TOYOTA TSUSHO (MALAYSIA) SDN. BHD.
Rm. No. 1404, Wisma Lim Foo Yong, No. 86 Jalan Raja 
Chulan, 50718 Kuala Lumpur, Malaysia

TOYOTA TSUSHO (SINGAPORE) PTE. LTD.
600 North Bridge Rd. No.19-01 Parkview Square,  
Singapore 188778

P.T. TOYOTA TSUSHO INDONESIA
Mid Plaza 2 Bldg. 10th Floor, Jl. Jend. Sudirman kav. 10-11 
Jakarta 10220, Indonesia
Bandung, Cibitung, Surabaya

MYANMAR TOYOTA TSUSHO CO., LTD.
Sedona Business Suite No. 03-12 No. 1, Kaba Aye Pagoda 
Rd., Yankin Township, Yangon, Myanmar

TOYOTA TSUSHO INDIA PVT. LTD.
Bldg. No. 4, Plot No. 20, Toyota Techno Park, Bidadi  
Ind. Area, Ramanagar Taluk, Bangalore (Rural) District,  
562 109 India
Bangalore, Mumbai, New Delhi

オセアニア
TOYOTA TSUSHO (AUSTRALASIA) PTY. LTD.
231-233 Boundary Rd., Laverton North, VIC 3026, Australia
Sydney

TOYOTA TSUSHO (N.Z.) LTD.
Level 16, Westpac Tower, 120 Albert St., Auckland 0600,  
New Zealand
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主要連結子会社および関連会社 （2008年3月31日現在） 

主要地域子会社

会社名 所在国 出資比率 事業内容

Toyota Tsusho (China) Co., Ltd.  中国  100.00  商社

Toyota Tsusho (Dalian) Co., Ltd.  中国  100.00  商社

Toyota Tsusho (Tianjin) Co., Ltd.  中国  100.00  商社

Toyota Tsusho (Shanghai) Co., Ltd.  中国  100.00  商社

Toyota Tsusho (Guangzhou) Co., Ltd.  中国  100.00  商社

Toyota Tsusho (H.K.) Corporation Limited  中国  100.00  商社

Toyota Tsusho Korea Corporation  韓国  100.00  商社

Toyota Tsusho Philippines Corporation  フィリピン 100.00  商社

Toyota Tsusho (Singapore) Pte. Ltd.  シンガポール 100.00  商社

P.T. Toyota Tsusho Indonesia  インドネシア 100.00  商社

Toyota Tsusho (Australasia) Pty. Ltd.  オーストラリア 100.00  商社

Toyota Tsusho (N.Z.) Ltd. ニュージーランド 100.00  商社

Tomen Iran Ltd.  イラン 100.00  商社

Toyota Tsusho Europe S.A.  ベルギー 100.00  商社

Toyota Tsusho U.K. Ltd.  イギリス 100.00  商社

Toyota Tsusho Africa Pty. Ltd.  南アフリカ 100.00  商社

Toyota Tsusho America, Inc.  アメリカ 100.00  商社

Toyota Tsusho de Venezuela, C.A.  ベネズエラ 100.00  商社

S.C. Toyota Tsusho do Brasil Ltda.  ブラジル 100.00  商社

Toyota Tsusho Argentina S.A.  アルゼンチン 100.00  商社

Toyota Tsusho India Pvt. Ltd. インド 95.40  商社

Chen Tai Fong Co., Ltd.  台湾  74.77  商社

Toyota Tsusho (Malaysia) Sdn. Bhd.  マレーシア 51.00  商社

Toyota Tsusho (Thailand) Co., Ltd.  タイ 49.00  商社

金属本部  
会社名 所在国 出資比率 事業内容

愛知鋼管工業株式会社 日本 100.00  冷間引抜鋼管の製造・販売および二次・三次加工

株式会社関東コイルセンター 日本 100.00  金属の加工および販売

オリエンタル鋼業株式会社 日本 100.00  金属の加工、塗装および販売

豊通マテリアル株式会社 日本 100.00  非鉄原料・製品の販売および鉄鋼原料の集荷

株式会社エコライン 日本 100.00  ELVリサイクルおよび工場廃棄物に関わるシステム開発・運用

豊通鉄鋼販売株式会社 日本 99.00  鋼材、特殊鋼および鋼管の販売および加工

豊通リサイクル株式会社 日本 97.02  自動車触媒貴金属の回収・販売およびASRリサイクル事業

豊通非鉄センター株式会社 日本 65.00  アルミコイルの加工

株式会社プロスチール 日本 61.30  特殊鋼材の加工および販売

豊田スチールセンター株式会社 日本 90.00  金属の加工および保管

豊田メタル株式会社 日本 50.00  ELVからの金属屑類の回収・加工・販売、家電廃棄物の処理

Toyota Tsusho Non Ferrous, Inc. アメリカ 100.00  自動車向けアルミ鍛造部品の製造・販売

Toyota Tsusho Metals Ltd.  イギリス 100.00  ロンドン金属取引所（LME）ブローカー

P.T. Indonesia Smelting Technology インドネシア 100.00  アルミ溶湯の供給事業

Toyota Tsusho Technopark (M) Sdn. Bhd.  マレーシア 95.10  工場団地の管理運営

Poland Smelting Technologies Sp. z. o.o.  ポーランド 85.10  アルミ溶湯の供給事業

阪神興業株式会社 日本 25.00  鉄鋼管部品の製造
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会社名 所在国 出資比率 事業内容

Tianjin Fengtian Steel Process Co., Ltd.  中国  70.00  鋼板の加工および販売 

Siam Hi-Tech Steel Center Co., Ltd. タイ 47.84  鋼材の加工および販売

Top Tube Manufacturing Co., Ltd. タイ 18.98  金属製小型精密パイプの製造・販売

P.T. Steel Center Indonesia インドネシア 50.00  鋼材の加工および販売

Alpha Industries Bhd. マレーシア 29.92  銅線、巻線、ケーブル、電線等の製造・販売

O.Y.L. Steel Center Sdn. Bhd. マレーシア 20.10  鋼材の加工および販売

Nanjing Yunhai Magnesium 中国  20.00  マグネシウム合金の製造・販売

Tovecan Corporation Ltd. ベトナム 26.36  ブリキ缶の製造・販売およびブリキ鋼板の販売

CFT Vina Copper Co., Ltd. ベトナム 31.00  銅荒引線の製造・販売

  

  

機械・エレクトロニクス本部  
会社名 所在国 出資比率 事業内容

株式会社TEMCO 日本 100.00  機器の企画・開発、製造・販売、据付、メンテナンス、技術サービス

豊通エスケー株式会社 日本 100.00  国内繊維機械企業への繊維機械販売および繊維機械の輸出入

株式会社ウインドテック 日本 100.00  風力発電事業企画、風況調査、据付調整および運営

株式会社ウインドテック坊津  日本 100.00  風力発電事業

株式会社ウインドテック田原 日本 100.00  風力発電事業

株式会社豊通シスコム 日本 100.00  移動体通信、情報通信システム、基幹系システムの開発・保守・運用、
デジタルエンジニアリング支援、福利厚生アウトソーシング

株式会社豊通エレクトロニクス 日本 100.00  半導体の販売およびソフト開発

株式会社トムキ 日本 100.00  受動部品・半導体など電子部品の販売

株式会社DICO 日本 85.00  3次元プリンター、スキャナー機器およびソフトウェアの販売、 
メンテナンス

株式会社エネ･ビジョン  日本 60.87  コジェネ設備の設計・施工・アフターサービス業

ヴェステックジャパン株式会社 日本 92.00  風力発電機の輸入・販売およびエンジニアリング、発電機の据付・ 
調整・メンテナンス

株式会社トーメンエレクトロニクス 日本 40.16  半導体・電子部品・コンピューター周辺機器などの販売

株式会社ピーピーエル 日本 40.16  半導体・電子部品などの一括調達代行業務

株式会社トーメンデバイス 日本 36.07  半導体メモリーなど電子部品の国内販売

Toyota Tsusho Corporation de Mexico S.A. de C.V. メキシコ 100.00  トヨタ産業車両・部品の販売・メンテナンスサービス

Tomuki (Hong Kong) Limited  中国 100.00  受動部品・半導体など電子部品の販売

Tomen Electronics (Shanghai) Co., Ltd.  中国 40.16  半導体・電子部品・コンピューター周辺機器などの販売

Tomen Devices (Shanghai)., Ltd.  中国  36.07  半導体メモリーなど電子部品の販売

Tomen Electronics (Hong Kong) Limited  中国  40.16  半導体・電子部品・コンピューター周辺機器などの販売

Tomen Electronics Taiwan Corp.  台湾 40.16  半導体・電子部品・コンピューター周辺機器などの販売

P.T. Toyota Tsusho Mechanical &  インドネシア 100.00  機械設備の設計・制作、据付、改造およびエンジニアリング
Engineering Service Indonesia 

Industrial Tech Services Vietnam Co., Ltd. ベトナム 94.00  機械設備の設計・制作、据付、改造およびエンジニアリング

TT Network Integration Asia Pte. Ltd.  シンガポール 72.80  通信ネットワーク接続構築、通信ネットワーク・システム監視・ 
サポートおよびシステムインテグレーション

Industrial Tech Services, Inc.  アメリカ 51.00  機械設備の設計・制作、据付、改造およびエンジニアリング

Tomen Electronics America, Inc.  アメリカ 40.16  半導体・電子部品・コンピューター周辺機器などの販売

Tomen (Singapore) Electronics Pte. Ltd.  シンガポール 40.16  半導体・電子部品・コンピューター周辺機器などの販売

Tomen Electronics (Thailand) Co., Ltd.  タイ 40.16  半導体・電子部品・コンピューター周辺機器などの販売

Shanghai Hong Ri International Electronics Co., Ltd. 中国 25.66  半導体・電子部品の販売
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自動車本部  
会社名 所在国 出資比率 事業内容

豊通オートサービス株式会社 日本 100.00  自動車部品、各種機械の販売およびサービス

Toyota Lanka (PTV) Ltd.  スリランカ 100.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyota Tsusho South Pacific Holdings Pty. Ltd.  オーストラリア 100.00  持ち株会社

TTAF Management Ltd.  イギリス 100.00  マネジメントサービス

Establishment Floreden  英領アンギラ 100.00  持ち株会社

Toyota Tsusho Auto Valenciennes S.A.R.L.  フランス 100.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyota Tsusho Automobiles Bordeaux S.A.S. フランス 100.00  車両・部品の販売およびサービス

LMI Holdings B.V.  オランダ 100.00  持ち株会社

Toyota Tsusho Praha spol. s. r.o. チェコ 100.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyota Adria, podjetje za izvoz in promet z vozili, d.o.o.  スロベニア 100.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyotsu Auto (Middle East) FZE  アラブ 100.00  自動車部品の輸出入

Toyota Tsusho Vostok Auto Co., Ltd.  ロシア 100.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyota de Angola, S.A.R.L.  アンゴラ 100.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyota Zambia Ltd.  ザンビア 100.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyota East Africa Ltd.  ケニア  100.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyota Malawi Ltd.  マラウィ 100.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyata Zimbabwe (Private) Ltd.  ジンバブエ 100.00  車両・部品の販売およびサービス

LMI Ltd.  ジンバブエ 100.00  持ち株会社

Comercio de Veiculos Toyota Tsusho Ltd.  ブラジル 100.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyota Trinidad & Tobago Ltd.  トリニダッド・トバゴ 100.00  車両・部品の販売およびサービス

TTC Auto Argentina S.A.  アルゼンチン 100.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyota Tsusho Automobile London Holdings Limited イギリス 100.00  持ち株会社

Toyota Lakozy Auto Private Ltd.  インド 93.16  車両・部品の販売およびサービス

JV “Business Car” Co. Ltd. ロシア 92.00  車両・部品の販売およびサービス

Daihatsu Italia S.R.L. イタリア 80.00  車両・部品の販売

Toyota Jamaica Ltd.  ジャマイカ 80.00  車両・部品の販売およびサービス

T.T.H.K. Co., Ltd.  カンボジア 75.50  車両・部品の販売およびサービス

T.T.A.S. Co., Ltd. ミャンマー 75.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyota Tsusho Saigon Motor Service Corporation  ベトナム 62.36  車両・部品の販売およびサービス

Toyota TC Hanoi Car Service Corporation  ベトナム 50.00  車両・部品の販売およびサービス

Toyota Tsusho Euroleasing Hungary KFT  ハンガリー 51.00  車両・部品の販売およびサービス

LLP Toyota Tsusho Kazakhstan Auto  カザフスタン 51.00  車両・部品の販売およびサービス

D&T Motors Corporation 韓国 46.55  車両・部品の販売およびサービス

Jiangmen Huatong Toyota Motor Sales & Service  中国 50.00  車両・部品の販売およびサービス 
Co., Ltd.

Harbin Huatong Toyota Motor Service Co., Ltd. 中国 50.00  車両・部品のアフターサービス

Shenyang Huatong Toyota Motor Sales & Service  中国  50.00  車両・部品の販売およびサービス 
Co., Ltd.

Xian Huatong Toyota Motor Sales & Service Co., Ltd. 中国  50.00  車両・部品の販売およびサービス

Wulumuqi Huatong Toyota Motor Sales & Service  中国  40.00  車両・部品の販売およびサービス 
Co., Ltd.

Guangzhou Huatong Toyota Motor Sales & Service  中国  50.00  車両・部品の販売およびサービス 
Co., Ltd.

Kunshan Tonghe Toyota Service Co., Ltd. 中国  50.00  車両・部品の販売およびサービス

Hangzhou Longtong Toyota Service Co., Ltd. 中国  40.00  車両・部品の販売およびサービス

Wenzhou Huatong Toyota Service Co., Ltd. 中国  33.00  車両・部品の販売およびサービス

P.T. Astra Auto Finance インドネシア 30.00  自動車販売金融業

Hinopak Motors Ltd. パキスタン 29.67  トラック・バスおよび部品の製造・販売

Toyota Motor Hungary KFT ハンガリー 50.00  車両・部品の販売

Toyotoshi S.A. パラグアイ 23.00  車両・部品の販売およびサービス
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エネルギー・化学品本部  
会社名 所在国 出資比率 事業内容

豊通プラケム株式会社 日本 100.00  樹脂原料・製品および化学品の販売

第一石鹸株式会社 日本 100.00  合成洗剤・石鹸の製造・販売

株式会社トーメンケミカル 日本 100.00  各種化学品の国内販売・輸出入

トーメンプラスチック販売株式会社 日本 100.00  合成樹脂・合成ゴムの原料および製品の国内販売・輸出入

豊田ケミカルエンジニアリング株式会社 日本 100.00  産業廃棄物の中間処理および廃棄物・潤滑油・固形化燃料の製造・販売

豊通エネルギー株式会社 日本 100.00  LPG 、燃料油、潤滑油等の販売および油槽所の運営

ダイトー化成株式会社 日本 100.00  合成樹脂成形加工

株式会社トーメンパワー寒川  日本 70.00  電力卸供給事業

豊通石油販売株式会社 日本 65.30  石油製品などの販売ならびにサービスステーションの運営

Deepwater Chemicals, Inc.  アメリカ 100.00  ヨード化合物の製造・販売

Dewey Chemical Inc.  アメリカ 100.00  ヨードの製造・販売

Toyota Tsusho Mining (Australia) Pty. Ltd.  オーストラリア 100.00  石炭採掘事業への投資および同事業の運営

Toyota Tsusho Investment (Australia) Pty. Ltd.  オーストラリア 100.00  金融業

Tomen Toyota Tsusho Petroleum (S) Pte. Ltd.  シンガポール 100.00  原油・石油製品・バンカーオイルの対日輸出および海外取引

Tomen Power (Singapore) Pte. Ltd.  シンガポール 100.00  発電事業統括会社

Tomen Power Corporation アメリカ 100.00  持ち株会社

Tomen Panama Asset Management S.A. パナマ  100.00  金融業

Kwarta Maritime S.A.  パナマ  100.00  海運業

Kwarta Shipping S.A.  パナマ  100.00  海運業

Eastern Chemical Co., Ltd.  タイ 94.34 糖蜜によるエチルアルコールの製造

Thai Chemical Terminal Co., Ltd.  タイ 83.64  溶剤の販売

Tomen Telecom (Thailand) Limited  タイ 84.36  情報通信機器の販売など

Tomen Telecommunications (Malaysia) Sdn. Bhd. マレーシア 80.00  情報通信機器の販売など

三洋化成工業株式会社 日本 19.56  繊維用・産業用界面活性剤をはじめとする化学品の製造・販売

東郷樹脂株式会社 日本 39.71  合成樹脂の加工

日本ミストロン株式会社 日本 34.00  非金属鉱物の粉砕加工

日本天然ガス株式会社 日本 39.02  水溶性天然ガスの開発・採取および販売、医薬用・工業用ヨウ素の
製造および販売

日本合成洗剤株式会社 日本 35.63  家庭用・工業用洗剤の製造および販売

株式会社ユーラスエナジーホールディングス 日本 40.00  風力発電事業統括会社 

KPC Holdings Corporation 韓国  32.90  持株会社

Korea Fine Chemical Co., Ltd.  韓国  10.05  各種イソシアネート類およびアミノ酸類の製造･販売 

Korea Polyol Co., Ltd.  韓国  10.05  ポリプロピレングリコールの製造･販売 

P.T. Kaltim Pasifik Amoniak  インドネシア 25.00  アンモニアの製造･販売 

Wuxi Advanced Kayaku Chemical Co., Ltd. 中国 20.00  染料の製造・販売

Philippine Prosperity Chemicals Inc. フィリピン 45.00  溶剤の販売 

Toyoda Gosei U.K. Ltd. イギリス 20.00  合成樹脂・ゴム製品の製造・販売
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食料本部  
会社名 所在国 出資比率 事業内容

株式会社サンフィード 日本 100.00  輸入乾牧草販売

中部食糧株式会社 日本 100.00  業務用米・特定米穀の販売、冷凍・冷蔵食品の卸売

豊通食料株式会社 日本 100.00  各種食品・食材の卸売

東洋グレーンターミナル株式会社 日本 99.00  飼料用穀物サイロ、港湾運輸、通関業務

東灘トーメンサイロ株式会社 日本 97.51  飼料用穀物サイロ、港湾運輸、通関業務

株式会社山吉  日本 100.00  業務用食品の卸売

東北グレーンターミナル株式会社 日本 88.78  飼料用穀物サイロ、港湾運輸、通関業務

株式会社グランプラス 日本 97.50  チョコレート類の製造・販売

東北合同倉庫株式会社 日本 63.75  飼料用倉庫・運輸業

関東グレーンターミナル株式会社 日本 59.82  飼料用穀物サイロ、港湾運輸、通関業務

Oleos “MENU” Industria e Comercio Ltda.  ブラジル 100.00  綿実油製品の製造・販売

Tianjin Commercial River Cereals, Oils & Foodstuffs Co., Ltd. 中国 100.00  豆・穀類などの加工販売

クレードル食品株式会社 日本 45.23  農産物加工缶詰製品の製造・販売

播州調味料株式会社 日本 50.00  アミノ酸液 調味料の製造・販売

Langfang Itokin Food Co., Ltd. 中国 44.51  米穀・米粉の製造および販売

K&T Foods Co., Ltd. 中国 50.00  冷凍食品の製造・販売および持ち帰り弁当店の展開

Yantai Sun Glory Foods Co., Ltd. 中国 45.00  ナッツ類の選別・加工販売

  

生活産業・資材本部  
会社名 所在国 出資比率 事業内容

株式会社豊通ライフマック 日本 100.00  事業所向け家具・備品、水畜産飼料等の販売

株式会社豊通ファッションエクスプレス 日本 100.00  各種衣料の企画・製造・販売

東洋経編株式会社 日本 100.00  経編・横編・丸編生地の製造・販売

東洋棉花株式会社 日本 100.00  綿花の売買・輸出入

豊通ファミリーライフ株式会社 日本 100.00  保険代理業

豊通インシュアランスマネジメント株式会社 日本 100.00  保険仲立人業

株式会社小川テック 日本 100.00  ドームスタジアムなどの膜構造建築物の設計・施工

豊通紙パルプ建材株式会社 日本 100.00  トラック用車両材・住宅用材など木材製品の輸入、加工、販売、 
古紙の輸出・販売、紙パルプの輸入・販売

豊通保険カスタマーセンター株式会社 日本 100.00  損害保険、生命保険の契約照会・相談、自動車事故受付相談、 
FPコンサルタント他

豊通リビング株式会社 日本 100.00  マンション管理・建築工事・不動産業

豊通ヴィーテクス株式会社 日本 80.00  繊維製品の製造・販売

株式会社レナウンユニフォーム 日本 80.00  ユニフォームおよび関連商品の企画・販売

豊通ニューパック株式会社 日本 75.00  総合梱包資材の製造・販売

株式会社龍村美術織物エーアイ 日本 70.02  輸送機器用生地の開発・製造・加工・販売

株式会社ケアポートジャパン 日本 75.00  介護報酬債権の買取事業

P.T. Tomenbo Indonesia  インドネシア 100.00  化合繊糸の製造

Toyota Tsusho Hoken Agency (M) Sdn. Bhd.  マレーシア 75.99  保険代理業

Pinghu Towa Co., Ltd. 中国 82.70  エアバッグ製造

信友株式会社 日本 20.00  各種繊維原料・製品の輸出入および国内販売

福助株式会社 日本 23.18  衣料用繊維製品の製造・加工・売買

株式会社ビスケーホールディングス 日本 36.46  持株会社

Shanghai Ever Green Textile Co., Ltd. 中国 22.30  アセテート裏地織物の製織・染色加工・販売

Yuen Long Textile Co., Ltd. 中国 35.00  アセテート・ポリエステル・レーヨン・裏地織物の染色・加工・販売

Fujian Daguan Stone Co., Ltd. 中国 20.00  石材の加工・販売

Ningbo Araco Co., Ltd. 中国 20.00  輸送機器用生地の開発・製造・加工・販売 
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アニュアルレポートの内容に関するお問い合わせ、補足情報をご希望の方は下記までご連絡ください。

〒100–8320 東京都千代田区丸の内三丁目8番1号（豊田通商丸の内ビル）豊田通商株式会社広報・IR室　
電話(03)5288-2081　ファクシミリ(03)5288-9063
メールアドレス ttc_ir@pp.toyota-tsusho.com　投資家向けホームページ http://www.toyota-tsusho.com/ir/

コーポレート スタッフ部門  
会社名 所在国 出資比率 事業内容

豊通物流株式会社 日本 100.00  保管・物流業

ホットライン国際輸送株式会社 日本 100.00  複合一貫輸送業および通い箱事業

豊通ビジネスサービス株式会社 日本 100.00  ファクタリング、経理業務の請負

豊通オフィスサービス株式会社 日本 100.00  アウトソーシング事業（総務）

豊通ヒューマンリソース株式会社 日本 100.00  一般派遣業・特定派遣業・有料紹介派遣業・コンサルティング

Fong Yu Investment Co., Ltd. 台湾 100.00  事業投資

Hot-Line International Transport (H.K.) Limited  香港  100.00  複合一貫輸送業および通い箱事業

Hot-Line International Transport (China) Limited  中国  100.00  複合一貫輸送業および通い箱事業

Tianjin Fengtian International Logistics Co., Ltd. 中国 36.19  保管・物流業

Tomen America Inc. アメリカ 100.00  商社

P.T. Toyota Tsusho Logistic Center  インドネシア 97.91  保管・物流業 
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このアニュアルレポートは、さとうきびの繊維（バガス）より作られた非木
材紙を使用し、環境に配慮した植物性大豆油インキを使用し、有害な廃液が
出ない“水なし方式”で印刷しています。

〒450-8575 名古屋市中村区名駅四丁目9番8号 センチュリー豊田ビル
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